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About TDK
　TDKは、世界初の磁性材料フェライトの事業化を目的として1935年に設立され、

「創造によって文化、産業に貢献する」という創業の精神に基づき、様々な製品の開発

と商品化に取り組んでまいりました。

　今後も、TDKのコア技術である素材技術、プロセス技術、評価シミュレーション技術

をさらに高め、顧客のニーズをしっかりとつかみ、顧客の望むものをタイミング良く

提供する「真のe-material solution provider」として「Exciting Companyの実現」を

目指します。
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Three Core Products
to Drive Sustained Growth
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売上高
（億円）

株主資本利益率（ROE）
（%）

営業利益率
（%）

単位：百万円 単位：千米ドル
（一株当たり金額を除く） （一株当たり金額を除く）

2006 2005 2006 増減率（%）

営業実績
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 657,853 $6,796,410 20.9

電子材料  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 180,766 174,800 1,545,009 3.4
電子デバイス  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 154,680 116,387 1,322,051 32.9
記録デバイス  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 315,928 234,578 2,700,239 34.7
その他電子部品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,376 19,449 310,906 87.0

電子素材部品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 687,750 545,214 5,878,205 26.1
記録メディア製品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 107,430 112,639 918,205 –4.6
（海外売上高）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 621,522 473,828 5,312,154 31.2
当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,101 33,300 376,932 32.4
一株当たり当期純利益

（基本） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.50 251.71 2.85
（希薄化後） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.20 251.56 2.85
一株当たり配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 80.00 60.00 0.68

財務の状況
資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥923,503 808,001 $7,893,188 14.3
資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 702,419 639,067 6,003,581 9.9
一年以内返済予定分を除く長期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . . 405 81 3,462 400.0

業績指標
海外生産比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 61.7 59.0
売上総利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26.3 26.4
営業利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7.6 9.1
株主資本利益率 （ROE） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6.6 5.5
株価収益率 （PER） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26.6 29.2

注記：1. 米ドルの金額は便宜上、1米ドル117円で換算しております。
2. 2006年3月期から「IC関連その他」と「記録メディア・システム」の名称をそれぞれ、「その他電子部品」と「記録メディア」に変更しました。この変更に伴う売上高の組替
えはありません。
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ステークホルダーの皆様へ

4期連続の増収・増益を達成
　2006年3月期は、前期に引き続いてデジタル家電市場が順調に

拡大を続け、携帯電話、カーエレクトロニクスなどの各市場も

好調に推移しました。このような環境のもと、TDKは企業買収を

2件実施したほか、収益構造改革を一層推進するなど収益力を高

め、成長を加速するための施策を積極的に実行しました。その結

果、当期の連結売上高は前期比20.9%増の795,180百万円、営

業利益は前期比1.2%増の60,523百万円、当期純利益は前期比

32.4%増の44,101百万円となり、4期連続して売上高、営業利益

ともに増加しました。

代表取締役会長

澤部 肇

代表取締役社長

上釜 健宏

　TDKの事業は、電子素材部品部門と記録メディア製品部門の2

部門により構成されています。当期の総売上高に占める2部門の

売上高比率は、それぞれ86%、14%となりました。電子素材部品

部門は売上高、利益とも前期実績に比べて大きな伸びを記録しま

したが、記録メディア部門は減収減益となりました。

　2部門の業績に影響を与えた主な要因は、次のとおりです。

　電子素材部品部門のうち、電子材料および電子デバイスは、これ

らの製品需要に非常に大きな影響をもたらす携帯電話、パソコンの

需要が当初の予想以上に伸びたことで、業績が拡大しました。電子

デバイスではインダクタが好調に推移したほか、新規連結となった
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ラムダパワーグループの下期6ヶ月分の収益が連結業績の増加に

寄与しました。記録デバイスは、PC、その他の民生機器向けHDD

（ハードディスクドライブ）の需要が拡大したことで、HDD用ヘッ

ドの出荷が大きく伸びました。

　記録メディア製品部門（オーディオ・ビデオテープ、光メディア

など）については、CD-R、DVD-Rなどの光メディア製品の値引き

や材料費の高騰などの影響から、収益性の改善が計画どおりには

進みませんでした。しかし、コンピュータデータのバックアップ

用テープの事業は着実に成長し、収益に貢献する事業に育ちつつ

あります。また、次世代の光メディアと期待されるブルーレイ

ザーディスクについては、今後において市場の形成が進めば、

記録メディア製品部門の収益にも寄与する可能性が高いと考え

ています。

私たちが理想とするTDKの収益構造
　TDKの今日の業績は、急速に拡大するHDD用ヘッド事業が

収益を牽引する形で成長を続けています。HDDは用途の拡大と

ともに市場が拡大しており、TDKは、小型化・大容量化といった

HDDの急速な進化をサポートできるHDD用ヘッドのトップ

メーカーとして、今後も市場を牽引していけるものと確信して

います。

　しかし、私たちが将来の揺るぎない成長を視野に入れた場合、弱

い事業は強く、強い事業はさらに強いものに成長させながら、単一

の事業に過度に依存する構造から、バランスのとれた事業ポート

フォリオが描ける構造へと変えていかなければなりません。

　TDKは、日本で開発された磁性体「フェライト」の工業化に端を

発し、70年の歴史の中で材料開発のノウハウを蓄積してきた

個性豊かな電子素材・部品メーカーです。「素材技術」「プロセス技

術」「評価シミュレーション技術」といった優位性の高いコア技術

も、すべてはフェライト、セラミックといった素材を考えること

から生まれました。かつて世界市場を席巻したオーディオカセッ

トテープも、そして現在のHDD用ヘッドも、いずれもこうしたコ

ア技術から派生した製品の一つなのです。

　創業から71年目を迎える今日においても、まだ私たちは素材

のことを考えています。なぜなら、そこに私たちの競争力の源泉

（＝不変の強み）があるからです。揺るぎない成長を果たすために、

私たちは不変の強みを活かしたビジネスを展開していく必要が

あります。

　このことを、現状のTDKのビジネスに重ね合わせて見ると、

電子材料、電子デバイスといったコアビジネスが安定的に収益を

あげる「理想の収益構造」に近づけるために、まだまだやるべきこ

とがあると認識しています。

揺るぎない成長のために、「理想と現実のギャップ」を

埋める

～これまでの取り組み～

　理想の収益構造に近づけるため、私たちはここ数年間、電子材

料や電子デバイスを中心とした事業構造改革を進めてきまし

た。こうした取り組みは徐々に成果をあげつつあります。また、コ

アビジネスを強化する施策として、当期は2件の企業買収を実施

しました。具体的には、ポリマーリチウム電池事業を行うATL

社および、電源事業を行うラムダパワーグループの買収です。しか

し、私たちは決して拡大至上主義に方向転換したわけではありま

せん。事業の成長を実現する方法としては、あくまで、内部の資源

を活用することを優先する考えに変わりはありません。さらに、

TDKのコア事業は電子部品事業であり、このコア事業を強化・成

長させることがTDKの企業価値の拡大に繋がるという考え方に

も変更はありません。つまり、TDKのコア事業とは関連性の薄い

事業への投資は行わないということです。この目的を実現するた



TD
K

 C
orporation • A

nnual R
eport 2006

05

めに、内部の経営資源を強化することを最優先の課題としながら

も、必要・適切と判断すればM＆Aも選択肢として検討・実行しま

す。当期に行った2件の企業買収もこの考え方に沿ったもので、現

在のところ、これら二つの事業は極めて順調に推移しており、全

体の収益にも寄与しはじめています。

　2件の企業買収の中でも、とりわけ、ラムダパワーグループを迎

え入れたことには、私たちにとって大きな意味を持っています。

なぜなら電源事業の基幹部品は、TDKの原点であるフェライトで

あり、ラムダパワーグループは電源技術の専門家として、特に産

業機器用電源では世界でナンバーワンのシェアを持っているから

です。私たちはラムダパワーグループを迎え入れたことで、材料、

すなわちフェライトから、インダクタ、トランス、電源までを有機

的につなぐ、新しい事業形態を作り上げることができたのです。今

後は、TDK-Lambdaブランド製品を積極的に投入し、シナジー効

果の発現に向けた具体的なアクションを起こしていきます。

　一方、記録メディア事業においては中・長期的な経営判断として、

記録型CD・DVD製品関連事業の自社製造からの撤退を決断しま

した。

成長に向けた準備を着実に進める

～今後の取り組み～

　TDKの収益構造は着実に「理想型」に向かっています。私たちは、

2006年6月末に成立した新たな経営体制のもとでも、これまで続

けてきた施策を継続・発展させ、揺るぎない成長を現実のものに

するための準備を着実に進めていきます。

　具体的には、当面の重点テーマとして次の3点に取り組んでい

きます。

1. 人材の強化・増強

　企業を経営するうえで最も大切なことは、個々の社員が持つ能

力を尊重することにあると私たちは考えています。技術を鍛え抜

くのも、顧客との良好な関係を構築できるのも、新たな事業に

チャレンジしていくのも、すべては人の力です。私たちは、社員を

大切に思い、社員の価値を高めていこうとする姿勢を、経営活動

のあらゆる場面で示していこうと思っています。個が個を磨き上

げる文化をTDKに根付かせることが、TDKの成長を支える礎にな

るものと確信しています。

2. 高収益3本柱づくり

　現時点において、TDKの業績を支える事業はHDD用ヘッド、積

層セラミックチップコンデンサ、インダクタの3事業です。これら

の3事業の収益性を高めることは言うまでもなく重要な経営課題

ですが、その上で、3本の各柱がバランス良くTDKの収益基盤を

支える事業に成長し、TDKの業績変動リスクを分散させる構造に

していくことが重要です。HDD用ヘッドについては、専門メー

カーとして技術的優位性を保ち、かつコスト競争力を強化して

マーケットシェアの拡大を図ります。積層セラミックチップコン

デンサについては、新しいアプリケーションを中心に拡販を図り

ます。また、当期において新製品投入効果が顕著に見られたイン

ダクタについては、顧客の要求をつかんでタイムリーな新製品を

投入することで、さらに成長を実現させます。

　また、これら3事業の収益性をさらに高めるだけでなく、他の事業

についても収益性を高め、経営体質を強化していきます。

3. 顧客志向と経営体質の強化

　経営体質の強化に向けては、中期的に次の3つの施策を展開し

ていきます。

a. 開発のスピードアップ

　TDKは高い技術力を保有していますが、顧客からの評価を得る

ために必要なものは技術力だけではありません。現実には、難しい

重要なテーマほど開発期間が長期化する傾向があり、これに

よって製品化のタイミングを逸し、最悪の場合には事業機会を

失います。変化の激しい電子工業の世界では、製品のライフサイク
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ルも短く、電子部品についても製品投入後、比較的短期間で単価

の下落が生じ、それが収益に深刻な打撃を与えることも少なくあ

りません。こうした中で私たちは、今まで以上に開発のスピード

アップを図り、顧客の信頼を勝ち取ることが必要になります。

これらの目的を達成するために、私たちは材料技術とプロセス技

術に経営資源を集中投入し、開発のスピードアップを図っていき

ます。

b. モノづくり力の強化

　製品の提供を通じて顧客の信頼を勝ち取るためには、開発、生産、

販売といったあらゆるステージで最高のパフォーマンスをあげて

いくことが必要となります。現状においては、「小型化」「高性能化」

「コスト競争力」という要素が、生産面における私たちの大きな

ハードルとなっています。顧客のニーズが高度化する中で、この

ハードルを越えることは容易なことではありませんが、個々の生

産プロセスにおける要素技術を明確に把握しながら、リードタイ

ムの短い工程を設置することで合理化・効率化を進めていきます。

　また、私たちの事業がグローバルに拡大していく中で、主力工

場で培った生産ノウハウを世界規模で広げていくことも重要なこ

とです。具体的には、新製品を立ち上げた工場が関連工場に対し

て技術指導とノウハウの移管をしっかりと行うなど、「マザー工

場」としての機能を果たすことで、生産面での質的なレベルアッ

プをグローバルな規模で実現していきます。

　モノづくり力の強化には、社員の意識にかかわる問題の解決も

必要です。今後は、生産現場における意識改革も強化していきます。

具体的には、生産に携わる社員に対する教育・研修を徹底し、TDK

のモノづくり力を支える「製造マンとしての誇り」を醸成するこ

とで、高品質・高信頼性を確かなものにできる生産現場を早期に

構築します。

c. 真のサプライチェーンマネジメント（SCM）の確立

　短納期化という市場の要求を満たし、かつ生産効率の最大化を

図るためには、世界中に展開するTDKの各組織、機能が一つの情報

のフローを軸として有機的に統合され、市場の要求に即応できる

一貫した体制を構築することが欠かせません。私たちが言う「真

のグローバルSCM体制」とは、開発から生産、販売、物流に至るま

での一貫体制を持ち、同時に、すべての部門、機能の動きが市場の

要求と同期している組織体制を指しており、TDKはこうした体制

づくりを急ぐ必要があります。今後は、真のグローバルSCMを確

立するとともに、効率的な生産プロセスの実現に向けて継続的に

見直しを図っていきます。

成長の果実をステークホルダーとともに享受する

　本格的なユビキタス社会を迎え、エレクトロニクスが日常生活

の中でこれまで以上に重要な役割を果たすようになっています。

こうした状況にあって私たちTDKも、世界のエレクトロニクスを

支える電子部品メーカーとして、社会的責任の高まりを強く認識

しています。

　企業が成長するということは、社会が期待している、あるいは

社会から必要とされていることの証とも言えます。TDKは「創造

によって文化、産業に貢献する」企業であり、その貢献度は、株主・

投資家や顧客など、さまざまなステークホルダーの皆様に評価し

ていただくことになります。私たちは、今後のデジタルネット

ワーク社会において、TDKが個性豊かに成長することができるも

のと確信しており、その果実をステークホルダーの皆様とともに

享受したいと考えています。成長に向けた準備を着実に進める

TDKに、これからもどうぞご期待ください。

2006年7月

代表取締役会長

澤部　肇

代表取締役社長

上釜　健宏
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澤部新会長あいさつ

　2006年6月末、私は、TDKの会長に就任いたしました。

　私が社長を務めた8年間は、71年間のTDKの歴史の中でも、とりわけ経営

環境の変化が激しい時期であったように思われます。そのような中、ITバブル

崩壊の煽りを受け赤字決算を余儀なくされた2002年3月期以降、私は、

売上が伸びなくても利益が出る体質を作ること、市場が伸びない状態でも

売上を伸ばす体質を作ることを最重点テーマに掲げて構造改革を進めてき

ました。現在は、こうした努力が実を結び、2006年3月期は、2桁の営業利益率

が手に届くところまで業績も回復してきました。TDKはこの2007年3月期、

新社長を迎えて次の目標に向かって成長を加速する時期に入ります。

　今後もこれまで培ってきた「創造の文化」を尊重しながら、揺るぎない成

長に向けて努力を重ねていく所存です。

代表取締役会長

澤部　肇

上釜新社長あいさつ

　このたび社長に就任いたしました上釜です。

　私はこれまで、HDDヘッド事業の統括を中心に、技術者の目を持って

TDKを支えてきました。TDKのHDDヘッド事業は高度化する顧客のニーズ

に応えながら進化を続け、今ではTDKの収益を支える大きな柱となってい

ます。今後は、この柱をさらに強固なものにしていきます。同時に、創業の原点

である磁性材料、セラミック材料に関連するビジネスの改革および強化が

急務であると考えており、これらの課題にも積極的に取り組み、TDKの成

長に向かって全力を投入していきたいと思います。

代表取締役社長

上釜　健宏
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電子素材部品部門

記録メディア製品部門

主要製品

オーディオテープ、ビデオテープ、

CD-R、ミニディスク（MD）、DVD、
コンピュータ用データストレージテープ

主要製品

積層セラミックチップコンデンサ、

コイル・トランス用フェライトコア、

フェライトマグネット、希土類マグネット

主要製品

コイル（インダクタ）、高周波部品、

EMC対策部品、圧電部品、センサ、
トランス、DC-DCコンバータ、
スイッチング電源、DC-ACインバータ

主要製品

HDD用ヘッド、
サーマルヘッド、光ピックアップ

主要製品

有機ELディスプレイ、電波暗室、
メカトロニクス

2006年3月期の業績概要
前期比3.4%の増収。コンデンサは、売価下落に
よる減収をカーエレクトロニクス向け増収で

補い微増収。金属磁石は、HDD用途の伸びによ
り増収。

2006年3月期の業績概要
前期比32.9%の増収。インダクタ、電源など既
存の電子デバイス製品の増収に加え、2005年
10月1日に買収したラムダパワーグループを
新たに連結対象としたことにより増収。

2006年3月期の業績概要
前期比34.7%の増収。HDD需要の拡大による
HDD用ヘッドの増収。

2006年3月期の業績概要
前期比87.0%の増収。電波暗室、新規事業の
増収。

2006年3月期の業績概要
前期比4.6%の減収。民生用オーディオ・ビデオ
テープは需要減により減収。光メディア、デー

タストレージテープは増収。

電子材料

電子デバイス

記録デバイス

その他電子部品

部門別売上高
　2006年3月期における当社グループの連結売上高は、前期6,578億

53百万円より20.9%増加し、7,951億80百万円となりました。

　当社グループが属するエレクトロニクス産業においては、液晶およ

びプラズマに代表される薄型テレビやDVD（デジタル多用途ディス

ク）レコーダー等デジタル家電の市場が、当期は拡大しました。ノート
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電子材料の売上高構成比
2006年3月期

電子材料の売上高推移 （億円）

電子デバイスの売上高構成比
2006年3月期

電子デバイスの売上高推移 （億円）

記録デバイスの売上高構成比
2006年3月期

記録デバイスの売上高推移 （億円）

その他電子部品の売上高構成比
2006年3月期

その他電子部品の売上高推移 （億円）

記録メディア製品部門の
売上高構成比
2006年3月期

記録メディア製品部門の売上高推移 （億円）

2006年3月期 
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2004年3月期 

2003年3月期 
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0 500 1,000 1,500 3,5003,0002,5002,000

22.7%
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19.5%
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0 500 1,000 1,500 3,5003,0002,5002,000

PC（パーソナルコンピュータ）やHDD（ハードディスクドライブ）、

携帯電話の市場も好調に推移しました。中でも、メモリオーディオプ

レイヤー（半導体やHDDを記録媒体とする機器）の市場が急速に拡大

しました。カーエレクトロニクス向けの市場は堅調を維持しました。

各製品に使用される部品点数の増加というプラス効果もあり、結果と

して、当社グループが取り扱っている電子部品の需要も当期は好調を

維持しました。このような経営環境の中、当社グループは2件の企業

買収を行う一方で、記録メディア製品部門の収益構造改革を実行する

など、収益力を高め成長を加速する投資も積極的に行いました。
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電子素材部品部門

電子材料
　当製品区分は「コンデンサ」、「フェライトコアおよびマグネット」の

2つで構成されます。

　当製品区分の売上高は、1,807億66百万円（前期1,748億円、前期比

3.4%増）となりました。

　「コンデンサ」：売上高は前期比で微増でした。売価下落と通信市場向

けの不振による減収を、カーエレクトロニクス市場向けの製品販売増

により吸収したこと、および円安の効果に支えられたことが主な要因

です。

　「フェライトコアおよびマグネット」：売上高は前期比で増加しま

した。フェライトコアは、ブラウン管テレビ向けでは減収でしたが、電

源用コアの需要拡大による増収があり、売上高はほぼ横ばいとなりま

した。フェライト磁石は、顧客の在庫調整による需要減がありました

が、カーエレクトロニクス市場向け製品の販売増によるプラス要因も

あり、売上高はほぼ横ばいでした。金属磁石はHDD（ハードディスクド

ライブ）の需要増を背景に、売上高が増加しました。

営業の概況
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売上高推移
（億円）

売上高構成比
2006年3月期

コンデンサ

　電気を蓄える機能を持った回路素子で、セラミックス誘電体と内部電極となる金属と

を交互に積層し、焼成したものです。

　小型で高周波特性が良いため、携帯電話や薄型テレビなどに大量に使用されています。

マグネット

　当製品は大きくフェライトマグネットと希土類マグネットに分類しています。

　フェライトマグネットは、酸化バリウムや酸化鉄を主成分とする原料を成型して焼結

したものです。

　希土類マグネットは、サマリウムやネオジムなどの希土類元素と鉄を主成分とする

永久磁石です。

フェライトコア

　酸化鉄にマンガン、ニッケル、亜鉛などを配合して焼結した酸化物系磁性材料です。

　高周波での損失が少ないため、電源回路のトランスやコイルなどの磁心に多用されて

います。



TD
K

 C
orporation • A

nnual R
eport 2006

11

電子素材部品部門

電子デバイス
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0

500

1,000

1,500

2,000

19.5%

売上高推移
（億円）

売上高構成比
2006年3月期

インダクティブ・デバイス

　当製品は大きくコイル（インダクタ）、EMC対策部品に分類しています。
　コイル（インダクタ）は、フェライトコアに導線をらせん状に巻いた巻線タイプ、印刷

工法によってパターン形成した積層タイプのほか、薄膜形成技術によりパターン形成し

た薄膜タイプがあります。

　EMCとはElectromagnetic Compatibilityの略で、電子機器から発生する電磁ノイズ
の問題を解決するための電子部品がEMC対策部品です。

その他

　当製品は、大きくパワーシステムズ、センサ・アクチュエータに分類しています。

　パワーシステムズには、交流（AC）入力を直流（DC）出力に変換するスイッチング電源、
逆に直流入力を交流出力に変換するDC-ACインバータ、直流電圧の昇降圧を行うDC-
DCコンバータ、そして交流電圧の昇降を行うトランスがあります。
　センサ・アクチュエータには、静電気対策に有効なバリスタ、温度・湿度・トナー濃度など

を測定するセンサ、圧電ブザーに代表されるアクチュエータが含まれます。

高周波部品

　主に携帯電話などの高周波回路に使用される部品です。

　アイソレータ、VCO、ダイプレクサなど、多種の製品を取り扱っています。

　当製品区分は「インダクティブ・デバイス」、「高周波部品」および「そ

の他」の3つで構成されます。

　当製品区分の売上高は、1,546億80百万円（前期1,163億87百万円、前

期比32.9%増）となりました。当製品の増収の要因は、当期下期からラ

ムダパワーグループ（当社が英国インベンシス社から2005年10月1日

に買収）が新たに連結対象となったことです。なお、既存事業のみの前

期比較でも増収を達成しました。

　「インダクティブ・デバイス」：売上高は前期比で増加しました。電

源系コイルの売上高が携帯電話、HDD向けで増加したこと、カーエ

レクトロニクス市場向けの製品販売が増加したことが主な要因です。

　「高周波部品」：売上高は前期比で減少しました。無線LAN向け部品

の販売売上は増加しましたが、携帯電話向け部品の一部で売価下落が

継続していることが主な要因です。

　「その他」：売上高は前期比で増加しました。増収の要因は、DC-ACイ

ンバータの売上高が液晶パネル向けで伸びたこと、センサ・アクチュ

エータの売上高がHDDや携帯電話向けで増加したこと等です。ラムダ

パワーグループの下期6ヶ月間の売上高を「その他」区分に計上してい

ることも、増収の要因のひとつです。
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電子素材部品部門

記録デバイス
　当製品区分は「HDD用ヘッド」、「その他ヘッド」の2つで構成され

ます。

　当製品区分の売上高は、3,159億28百万円（前期2,345億78百万円、

前期比34.7%増）となりました。

　「HDD用ヘッド」：売上高は前期比で増加しました。HDDはPC用途

の伸びに加えて、民生用機器への搭載が広がりを見せています。この

ようなHDD需要の拡大に伴い、HDD用ヘッドの出荷数が増加した結

果、売価下落を吸収して売上高が増加しました。

　「その他ヘッド」：売上高は前期比で減少しました。光ピックアップの

在庫調整が要因です。

売上高推移
（億円）

売上高構成比
2006年3月期

HDD用ヘッド
　HDD用ヘッドは、HDDにおいて信号をハードディスク（メディア）に書き込んだり読
み出したりするものです。

　記録密度の向上に伴い、読み出し用のGMR（Giant Magnetoresistive）素子は、より
高感度のTMR（Tunneling GMR）素子に置き換わりつつあります。また、垂直記録対応
ヘッドも徐々に増えています。

その他ヘッド

DVDやCDの読み書きに使用する光ピックアップ、サーマルプリンタに使用されるサー
マルヘッド、フロッピーディスクドライブに使用される磁気ヘッドがあります。
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電子素材部品部門

その他電子部品

売上高推移
（億円）

売上高構成比
2006年3月期

有機ELディスプレイ
　電流を流すと自ら発光する有機材料を利用したディスプレイです。

メカトロニクス

　外販用の製造設備です。半導体製造工程で使われる「ロードポート」や「フリッ

プチップボンダ」などがあります。

電波暗室

　電磁波ノイズの測定のため、外部から遮断された電波環境を設定する構築物です。

　当製品区分は上記3区分以外の電子素材部品部門のすべての製品を

含みます。代表的な製品は、「有機ELディスプレイ」、「電波暗室」およ

び「メカトロニクス」などです。

　当製品区分の売上高は、363億76百万円（前期194億49百万円、前

期比87.0%増）となりました。

　これは、電波暗室および新規事業の売上高が増加したことが要因

です。
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　当部門は「オーディオ・ビデオテープ」、「光メディア」および「その他」

の3つで構成されます。

　当部門の連結業績は、売上高1,074億30百万円（前期1,126億39百

万円、前期比4.6%減）となりました。

　「オーディオ・ビデオテープ」：売上高は前期比で減少しました。依然

高い市場シェアを維持していますが、構造的に需要が縮小しているこ

とが要因です。

　「光メディア」：売上高は前期比で増加しました。CD-Rの総需要は既

にピークを過ぎ、なだらかな減少傾向を示しています。需要減と値引き

によるCD-Rの減収を、需要増が続くDVDの増収で吸収できました。

　「その他」：売上高は前期比で減少しました。コンピュータ用データス

トレージテープの LTO*（Linear Tape-Open）は、需要増に伴い売上

高が増加しましたが、レコーディング機器製品は選択と集中を進めた

ことで売上高が減少しました。

* Linear Tape-Open、LTO、LTOロゴ、Ultrium、Ultriumロゴは、Hewlett-Packard Ltd、IBM
Corporation、Quantum Corporationの米国およびその他の国における商標です。

売上高推移
（億円）

売上高構成比
2006年3月期

光メディア

　一度だけ記録ができる追記型CDのCD-Rや、同じ直径12cmのサイズで記憶容量が

CDの約7倍（4.7ギガバイト）のDVDがあります。また、次世代の光メディアのひとつで
あるブルーレイディスクも製品化しています。

その他

　急激に増大する電子情報を保存するためにLTO（Linear Tape-Open）と呼ばれる規格
のデータストレージテープを製品化しています。

記録メディア製品部門
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企業の社会的責任

企業倫理の遵守・徹底とCSR経営の推進により、

企業の社会的責任を果たしていきます。

　企業は社会を構成する一員であり、社会との密接な関係

なくしてはその存在はありえません。

　「創造によって文化、産業に貢献する」。

　当社では、創業当初からこの社是のもとで社会との共生

を大切にしてきました。企業市民の一員として、ビジネス

パートナーであるお客様や株主・投資家はもとより、地域

社会や従業員といったすべてのステークホルダーに向けて、

Sustainable
Company

e-material solution providere-material solution provider

企業価値の向上

TDK企業倫理綱領

お客様

問題解決

話題の共有

対話・相互理解

情報開示

取引先

株主・投資家

地域社会

従業員経
済
的
側
面

社
会
的
側
面

環
境
的
側
面

CSR

社会的責任（CSR：Corporate Social Responsibility）を

果たす取り組みを続けています。また、TDK企業倫理綱領

を根幹におき「企業倫理・CSR委員会」を設置し、TDKグ

ループ全体の企業倫理の遵守・徹底とCSR経営を推進して

います。
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リスクを評価分析し、対策を強化

　TDKグループでは、リスク全般について管理部門を統括

する執行役員を統括責任者とし、総務部内に設置した「企

業リスク対策推進事務局」を中心に、また、個別のリスク（法

務、財務、IT、環境等に関するリスク）に対しては全社諸規

程・部門要領で、リスク低減のための運用ルールを定める

とともに、その領域ごとの業務執行責任者が日常のリスク

に対応します。さらに、自然災害、疫病など危機につながる

リスクについては、危機対策事務局が中心となり、グルー

プ全体で対応しています。リスク対策の実施状況は、取締

役については監査役が、通常業務においては内部監査組織

である経営監査部がモニタリングし、リスク低減のための

助言および支援を行います。さらに、顧問弁護士から、当社

グループに起こり得るリスクについて助言を随時受ける

仕組みを確立しています。

品質も環境も保証する

製品環境マネジメントシステム

　当社では、2002年5月に製品環境委員会を設置し、汎用電

子部品におけるRoHS指令（*1）対応完了や製品環境マネジメ

ントシステム（*2）の構築などの成果をあげてきました。今後

は、製品含有化学物質だけでなく、資源循環や省エネルギーの

製品評価指標を確立し、欧州で制定が予定されているEuP

指令（*3）やREACH規制（*4）への対応を進めます。また、製品環

境情報即時開示による顧客満足度の向上も図っていきます。

（*1）RoHS指令
　Restriction of the use of certain Hazardous Substances in elec-
trical and electronic equipmentの略。2006年7月1日以降にEU域内
に上市される電気・電子製品を対象に、鉛、水銀、カドミウム、六価クロ
ム、PBB（ポリ臭化ビフェニル）、PBDE（ポリ臭化ジフェニルエーテル）
の6物質群の使用を制限する欧州連合（EU）が実施する製品含有化学物
質規制。

（*2）製品環境マネジメントシステム
　環境配慮型製品創出に関する維持管理システム。主に製品に含有する
化学物質の管理と省エネルギー化製品・資源循環型製品の創出要件を包
含した管理システム。

（*3）EuP指令
　Energy-using Productsの略。EU域内に上市されるエネルギー使用
製品に対し、エコデザインを要求する枠組み指令。具体的には稼働時に
エネルギーを消費する製品および関連製品について、ライフサイクルに
わたる資源消費と環境排出、廃棄物、騒音、振動などの公害、リユース、リ
サイクルの情報などの提出を義務化する規制です。

（*4）REACH規制
　Registration, Evaluation ＆ Authorization of Chemicalsの略。2009
年1月1日以降にEU域内で生産・使用および輸入されるすべての化学物質
に関し、登録、評価、許可、制限を段階的に施行予定し、リスク評価の実施
義務を産業界に移行する化学物質規制案。
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　企業は、株主、顧客、取引先、従業員、地域社会に支えられ

た存在であるとの基本認識に立ち、当社は、経営の遵法性、

透明性、健全性を確保し経営目標を達成するため、次の経

営体制を確立しております。

（1）取締役会機能の強化および責務の厳格化のため、取締

役会を少人数構成（7名）とし、利害関係のない社外取締

役（1名）を招聘するとともに、取締役任期を1年として

おります。

（2）執行役員制度の採用により、経営の意思決定および業

務監督機能と業務執行機能を分離し、迅速な業務執行

を図っております。

（3）監査役制度を採用するとともに、経営の監視機能を強

化するため、利害関係のない過半数の独立した社外監

査役（5名中3名）を招聘しております。

（4）取締役会の諮問機関として、企業倫理・CSR委員会、

情報開示委員会、報酬諮問委員会を設置しております。

なお、企業倫理・CSR委員会は、2005年7月に従来の「企

業倫理委員会」の中に、CSR活動を推進するための各機

能メンバー参加による「CSR推進部会」を新設し、組織

名称を変更したものです。

　当社は「TDK企業倫理綱領」を定め、当社ホームページ
（http：//www.tdk.co.jp/tjaaa01/aaa07000.htm）に公開しています。
その内容は、TDK株式会社およびTDKの連結対象子会社の取締役、監査
役、執行役員および従業員が、法令はもとより社会的規範等を遵守するた
めの具体的な行動指針を定めるものです。

　ニューヨーク証券取引所のコーポレート・ガバナ

ンスに関する規則によりますと、外国企業の上場会

社は、それらが実践しているコーポレート・ガバナン

スと、ニューヨーク証券取引所に上場する内国企業

における基準との重大な差異を開示するよう求めら

れています。（上場規則303A条第11項）

　当社はその規則に対し、米国証券取引委員会（SEC）

に電子登録した年次報告書“Form 20-F”において、

“Significant differences in corporate governance

practices between TDK and U.S. listed compa-

nies on the New York Stock Exchange”というタ

イトルのもとでその内容を説明しています。

　なお、“Form 20-F”は次のURLで確認することができ

ます。

　http：//www.tdk.co.jp/ir/library/lib50000.htm
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取締役、監査役および執行役員

取締役（☆印は社外取締役）

執行役員

社長

上釜　健宏
会長

澤部　肇

監査役（*印は社外監査役）

取締役

岩c　二郎
取締役

横　伸二
取締役

萩原　康弘☆

監査役

窪田　和孝*
監査役

松本　香*

取締役

野村　武史
代表取締役

澤部　肇

監査役

大野　亮一*

副社長

伊藤　潔

専務執行役員

岩c　二郎

取締役

江南　清司

常勤監査役

三善　昌昭
常勤監査役

大塚　琢磨

執行役員

鹿内　雅俊
執行役員

南波　憲良
執行役員

広川　行夫
執行役員

江南　清司
執行役員

板倉　俊二
執行役員

Raymond Leung
（レイモンド・リョング）

執行役員

能美　史朗
執行役員

荒谷　真一

（2006年6月29日現在）

代表取締役

上釜　健宏

常務執行役員

横　伸二
常務執行役員

野村　武史
常務執行役員

石垣　高哉
常務執行役員

高橋　実
常務執行役員

片山　道憲
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財務セクション
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営業実績

事業区分別

当年度（2006年3月31日終了の2006年3月期）の連結売上高は、

前年度6,579億円より20.9%増加して7,952億円となりました。

当期における内外の経済状況をみますと、米国経済は、良好な

雇用に支えられ個人消費が安定して増加しており、企業部門の設

備投資も増加するなど、景気の拡大が見られました。欧州経済は、

ドイツ企業をけん引役とした企業部門が好調であり、雇用や消費

にも波及の兆しが出てくるなど、景気に回復傾向が見られます。ア

ジア経済は、高成長を維持している中国を中心に、その他のアジア

諸国においても景気の拡大が見られました。わが国経済は、企業部

門の生産活動が拡大していることによる設備投資の増加、雇用情

勢の改善に伴う個人消費の増加など、景気の拡大が見られました。

当社グループが属するエレクトロニクス産業においては、液晶

及びプラズマに代表される薄型テレビやDVD（デジタル多用途

ディスク）レコーダー等デジタル家電の市場が、当期は拡大しま

した。ノートPC（パーソナルコンピューター）やHDD（ハード

ディスクドライブ）、携帯電話の市場も好調に推移しました。中でも、

メモリオーディオプレイヤー（半導体やHDDを記録媒体とする

機器）の市場が急速に拡大しました。自動車の電装化も着実に進

みました。各製品に使用される部品点数の増加というプラス効果

もあり、結果として、当社グループが取り扱っている電子部品の

需要も当期は好調を維持しました。このような経営環境のなか、

当社グループは、2件の企業買収を行う一方で、記録メディア製品

部門の収益構造改革を実行するなど、収益力を高め成長を加速す

る投資も積極的に行いました。

電子素材部品部門の売上高は、前年度5,452億円より26.1%増加

の6,878億円となりました。

電子材料の売上高は、前年度1,748億円より3.4%増加の

1,808億円となりました。

コンデンサの主要製品である積層セラミックチップコンデンサ

は、売価下落と通信市場向けの不振による減収を、カーエレクト

ロニクス市場向けの製品販売増により吸収したこと、及び円安の

効果に支えられたことにより売上高は前年度比で増加しました。

フェライトコアは、ブラウン管テレビ用大型コアの減収を電源用

コアの増収が補って、前年度とほぼ同等の売上高となりました。

フェライト磁石は、一部顧客の在庫調整の影響を受けた一方で、

カーエレクトロニクス市場向け製品の販売増などの増収要因も

あり、前年度とほぼ同等の売上高となりました。金属磁石は

HDDの需要増を背景に、売上高が増加しました。

電子デバイスの売上高は、前年度1,164億円より32.9%増加の

1,547億円となりました。インダクティブ・デバイスの売上高は

前年度比増加しました。携帯電話、HDD向けの電源系SMDコイ

ルの売上高が増加したこと及びカーエレクトロニクス市場向け

の製品販売が増加したことが主な要因です。高周波部品は、携帯

電話向け部品の売価下落を無線LAN用部品の増収で支えきれず

前年度比減収となりました。パワーシステムズ増収の要因は、液

晶パネル向けDC-ACインバータが伸びたことです。センサ・ア

クチュエータは、HDD、携帯電話向け部品の出荷増により増収と

なりました。加えて、2005年10月1日に買収したラムダパワーグ

ループの下期6ヶ月間の業績が連結売上の対象となったことも増

収の要因です。

記録デバイスの売上高は、前年度2,346億円より34.7%増加の

3,159億円となりました。PCからその他の民生機器に用途が広

がっているHDDの需要拡大に伴い、HDD用ヘッドは、前年度比増

収となりました。一方、その他ヘッドは光ピックアップの在庫調

整により減収となりました。

その他電子部品の売上高は、前年度194億円より87.0%増加の

364億円となりました。電磁ノイズ評価用の電波暗室及び新規

事業の売上高が拡大したことが主な要因です。

当年度の電子素材部品部門の営業利益は、前年度に比べ68億

円増加し743億円となりました。インダクティブ・デバイス製品、

HDD用ヘッドなどの売上高増、製品構成の改善効果に加え、原材

料値引きや合理化によるコスト改善等で売価下落の影響を吸収

し、営業増益となりました。

記録メディア製品部門の売上高は、前年度1,126億円より4.6%

減少の1,074億円となりました。

財務の概況
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オーディオ・ビデオテープは、構造的に需要が縮小している

ため、前年度比で減収となりました。

光メディア製品の売上高は前年度比増加しました。需要減と値

引きによるCD-Rの減収を、需要増が続くDVDの増収で吸収でき

ました。LTO*（コンピュータ用データストレージテープ）の売上高

は増加しましたが、レコーディング機器製品は選択と集中を進め

たことにより減収となりました。

当年度の記録メディア製品部門の営業損失は、前年度に比べ

61億円拡大し138億円となりました。オーディオ・ビデオテープ

の減収や光メディア製品の売価下落などが要因です。これに加

え、当年度には、光メディア製品を主な対象として実施した構造

改革に要した費用68億円を計上したことも損失拡大の要因と

なっています。

*Linear Tape-Open、LTO、LTOロゴ、Ultrium、Ultriumロゴは、Hewlett-Packard
Ltd、IBM Corporation、Quantum Corporationの米国およびその他の国における
商標です。

地域別

単位：百万円（%）
3月31日に終了した1年間 2006 2005 2004

日本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥173,658 (21.8) 184,025 (28.0) 168,623 (25.7)
米州  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 90,192 (11.4) 77,813 (11.8) 88,734 (13.5)
欧州  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 75,895 (9.5) 71,702 (10.9) 80,710 (12.3)
日本を除くアジア及びオセアニア  . . . . . . . . . . . . . . 451,710 (56.8) 321,612 (48.9) 314,875 (48.0)
中東及びアフリカ  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,725 (0.5) 2,701 (0.4) 2,850 (0.5)

計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 (100.0) 657,853 (100.0) 655,792 (100.0)
注記：地域別売上高は、顧客の所在地に基づくものであります。

日本における売上高は前年度1,840億円より5.6%減少の

1,737億円となり、海外売上高は前年度4,738億円より31.2%

増加の6,215億円となりました。この結果、海外売上高の連結売

上高に占める割合は78.2%となりました。

国内においては、記録デバイス製品、記録メディア製品部門の

売上高は減少しましたが、電子材料製品、電子デバイス製品及び

その他電子部品製品の売上高が増加しました。電子素材部品部門

の営業利益は前年度比244億円増加し、534億円となりました。

この要因は、前年度、当社が、アジアの子会社との間の取引価格に

関し、移転価格税制に基づく追徴課税の通知を受けたことに関連

し、当該アジアの子会社が当社に240億円の支払いを行ったこと

であります。この支払額は当該子会社においては、営業費用の

増加と認識され、当社においては営業費用の減少と認識されま

した。一方、記録メディア製品部門の営業損失は前年度比15億円

拡大し、46億円となりました。

日本を除くアジア・オセアニア地域においては、電子素材部品

部門の全ての製品、即ち、電子材料、電子デバイス、記録デバイス

及びその他電子部品製品の売上高は増加しましたが、記録

メディア製品部門の売上高が若干減少しました。電子素材部品部

門の営業利益は前年度比213億円減少し、116億円となりまし

た。この減少は、主として、上述の移転価格税制に関する240億円

がアジアの子会社から当社に支払われたことによるものです。記

録メディア製品部門の営業利益は前年度比1億円増加し、8億円

となりました。

米州地域においては、電子デバイス製品、記録デバイス製品の

売上高が増加しました。また、米ドルに対する円安も増収の要因

です。電子素材部品部門の営業利益は前年度比30億円増加し、

90億円となりましたが、記録デバイス製品の増収が主な要因です。

記録メディア製品部門の営業利益は前年度比8億円増加し、3億円

となりました。

欧州地域においては、電子デバイス製品、及び記録メディア製

品部門の売上高が増加しました。電子素材部品部門の営業利益は

前年度比7億円改善し、3億円となり黒字化しました。一方、記録

メディア製品部門の営業損失は、リストラクチュアリング費用

68億円を計上したため、前年度比56億円悪化して、103億円とな

りました。
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為替変動の影響

当年度の連結売上高に占める海外売上高比率は、前年度比6.2

ポイント増加し、78.2%となり、依然として為替の変動は連結売上

高及び当期純利益に大きな影響を与える要因となっております。

当年度決算の平均為替レートは、前年度に比べ対米ドル、対ユーロ

がそれぞれ5.4%、2.0%の円安となりました。この為替変動による

影響額は、売上高で約313億円、営業利益で約77億円のそれぞれ増

加となりました。

また、地域別売上高における為替影響額は、国内は約86億円、

日本を除くアジア・オセアニア地域は約325億円、米州地域は約

60億円、欧州地域は約31億円の増加となっており、セグメント間

取引消去における影響額を除いた連結売上高に対する為替影響

額は、前述のとおり、約313億円の増加となりました。

当社は為替の変動による影響を軽減する手段のひとつとして、

海外における事業活動の比率を高めております。海外における

事業活動には、製造及び販売のほかに、研究開発、設計、調達等が

含まれております。当年度の地域別の売上高に対する生産高の

比率は、日本を除いたアジア及びオセアニアが前年度の

112.1%から102.2%、米州が前年度の20.9%から22.0%、欧

州が前年度の23.9%から19.1%となりました。売上高に対する

海外生産高の比率は、前年度の59.0%から61.7%となりました

が、主にアジア地域における電子素材部品部門の生産高の増加に

よります。また、海外売上高に占める海外生産高比率は、前年度

の81.9%から79.0%となりました。

当社と一部の海外子会社は、為替変動リスクを回避するため、

先物為替予約及び通貨スワップの契約をしております。営業活動に

より生じる為替リスクについては、先物為替予約によりヘッジし

ており、原則として、向こう6ヶ月の範囲で毎月発生すると見込ま

れる外貨建て売上債権の50%を超えない範囲でヘッジする方針

としております。なお、事業のグローバル化により、為替の変動が

連結業績に重大な影響を及ぼす可能性があることを経営者は認

識しております。

費用及び当期純利益

単位：百万円（%）
3月31日に終了した1年間 2006 2005 2004

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 (100.0) 657,853 (100.0) 655,792 (100.0)
売上原価  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 585,780 (73.7) 484,323 (73.6) 476,407 (72.6)
販売費及び一般管理費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 142,052 (17.9) 119,886 (18.2) 122,875 (18.8)
代行返上による清算益（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 6,186 (0.9) – –
リストラクチュアリング費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,825 (0.8) – – – –
その他の損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,580 (0.7) 898 (0.1) (663) (–0.1)
法人税等及び少数株主損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,692 (2.7) 23,763 (3.6) 12,492 (1.9)
非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 (0.1) 3,665 (0.5) 1,254 (0.2)

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  44,101 (5.5) 33,300 (5.1) 42,101 (6.4)

当年度の売上原価は売上高増加の影響を受け、前年度4,843億円

より20.9%増加し5,858億円となり、売上原価率は前年度の

73.6%から73.7%に増加しました。これは、各製品部門における

強い売価下落圧力を、収益構造改革による経費削減や資材値引等

の種々のコスト改善で吸収できたことによるもので、その結果、

売上総利益は前年度とほぼ同等の26.3%となりました。

当年度の販売費及び一般管理費は前年度1,199億円より222億円

増加し1,421億円となりましたが、売上高に対する比率は18.2%

から17.9%に減少しました。これは、売上高増（前年度比20.9%

増加）に加え、業務の効率化を推進したことによるものです。この

内訳として、労務費が48億円、運賃荷造費が19億円、及び固定資産

処分損が20億円それぞれ増加しております。また、当年度の販売
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費及び一般管理費に占める研究開発費は前年度363億円より92

億円増加し455億円となり、売上高に対する比率は、前年度5.5%

から5.7%に増加しました。

加えて、記録メディア製品事業の構造改革を目的としたリストラ

クチュアリング費用68億円を計上しております。

営業外損益は、前年度より47億円の改善となりました。これは、

受取利息及び受取配当金が海外での預金利率上昇を受け19億円増

加したこと、為替差損益の改善18億円などによるものです。

継続事業税引前当期純利益に対する法人税等の比率（実効税

率）は、前年度の38.3%から31.9%へ減少しました。この減少は、

前年度に主に東京国税局（日本橋税務署）から1999年3月期から

2003年3月期までの5事業年度についての当社と海外子会社と

の間の取引の価格が独立企業間価格と異なるという当局の判断

による移転価格税制に基づく更正処分の通知を受け、延滞税等を

含む追徴課税120億円を前年度の連結損益計算書上、法人税等の

区分及び営業外損益の区分に計上されたこと、加えて、前年度に

おいて、一部の最低年金債務の解消に伴い、その他の包括利益累

計額の最低年金債務調整勘定に含まれていた残存税効果額46億

円が戻し入れ処理され、繰延税金費用（貸方）として連結損益計算

書上で認識されたことに起因しております。

当期純利益は441億円となり、その結果希薄化後一株当たり

当期純利益は前年度251.56円から333.20円となりました。株主資

本利益率（ROE）は5.5%から6.6%に改善しました。これは、主

に、当期純利益が108億円増加したことによります。

当期純利益には、TDK Semiconductor Corporation（TSC）

に係る非継続事業当期純損失約3億円が含まれております。

非継続事業

当社は、2005年3月31日全額出資子会社であるTSCの全発行

済株式を、ゴールデンキャピタル社（買主）に14百万米ドルで売

却する契約を締結しました。このTSCの売却は、選択と集中の考

え方の基に、経営資源を他のコア製品及びコア技術に集中させる

ための施策の一つであります。売却契約には、買主が当社に対し

て将来最大で33百万米ドルを支払う条件を含んでおります。こ

の支払は、2007年までを期限として設定した売上高目標値が達

成された場合に実行されますが、2006年3月31日現在において

は、同支払は発生しておりません。株式売却は、2005年4月8日に

完了しました。当社は、TSCの売却を非継続事業としました。こ

の子会社の経営成績は、表示している期間について非継続事業と

しております。2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期に

おける非継続事業の主要な財務情報は、次のとおりであります。

非継続事業
（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    45 2,242 3,070 $   385

税引前当期純損失（2006年3月期は処分損失224百万円含む） . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,509 244 2,650
法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 156 1,010 –

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  310 3,665 1,254 $2,650

一株当たり非継続事業当期純損失：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(2.34) (27.70) (9.47) $ (0.02)
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.69) (9.46) (0.02)

連結財務諸表注記（注21）における詳細な説明も参照下さい。
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流動性及び資金の源泉

運転資金需要

当社の運転資金は、主に製品の製造に使用する原材料や部品の

調達に費やされ、製造費用及び一般管理費用として計上されてお

ります。人件費の支払や販売活動に伴う広告宣伝費及び物流関連費

用についても、運転資金からの重要な支出と捉えております。また、

研究開発費における人件費は、重要な割合を占めております。これ

らの支出に必要となる資金は、営業活動により生み出された資金

により賄っております。

設備投資

2006年3月期において、当社は、成長に向けた最重点分野として

いる情報家電、高速大容量ネットワーク及びカーエレクトロニク

ス分野に積極的に投資した結果、設備投資額は支払ベースで前年

度の610億円より129億円増え、739億円となりました。

電子素材部品部門においては、HDD用ヘッドの増産、合理化

投資や高密度化対応の開発投資を主に中国、米国、フィリピンで

行いました。また自動車の電装化の加速、携帯電話の高機能化等

により売上の拡大が期待される積層チップコンデンサやインダ

クタの増産及び合理化のための投資を主に国内と中国で行い、電子

素材部品部門全体では711億円の投資額となりました。

記録メディア製品部門においては、LTO増産設備を中心に28

億円の投資額となりました。これら設備投資の資金については、

営業活動から生み出された内部資金より充当しております。

当年度において、電源事業を展開しているラムダパワーグループ

及び香港のポリマーリチウム電池製造販売会社Amperex

Technology Limited社の買収のため、329億円（取得現金控除後）

を支出しましたが、これらの資金についても内部資金を充当して

おります。

オフバランスシート取引

当社は、オフバランス取引や限られた分野での契約を目的に設

立された仕組金融や特別目的会社と呼ばれる非連結の事業体や

金融パートナーシップとは共同で事業活動を行っておりません。

契約債務

2006年3月31日現在の有形固定資産の購入に関する契約債務

残高は、131億円であります。当社は、一部の供給業者といくつか

の購入契約を締結しており、製品の製造に使用する原材料の最低

購入の義務を負っております。2006年3月31日現在、これらの契

約に基づく未履行の最低購入義務額は約45億円であります。

また、従業員等の借入金に対する保証債務は、約57億円であります。

（単位：百万円）

1年超 3年超
契約期間別支払金額 合計 1年以内 3年以内 5年以内 5年超

契約債務

長期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  2,363 1,958 323 67 15
オペレーティング・リース  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,584 2,499 3,331 1,881 3,873
確定給付年金への拠出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,315 6,315 – – –
原材料発注残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,539 4,061 231 204 43
固定資産発注残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,088 13,088 – – –

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥37,889 27,921 3,885 2,152 3,931
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資金管理

運転資金や設備投資資金は、原則として、日常の営業活動に

よって生み出される資金で賄っております。また、資金効率向上

のため、日本、米国及び欧州でCMS（キャッシュ・マネジメント・シ

ステム）を導入し、資金はできる限り本社機能で集中管理してお

ります。運転資金や設備投資資金を自己資金で賄えない子会社に

ついては、できる限りグループ内の資金を活用することにしてお

ります。また、余剰資金については安全性や流動性を重視するこ

とを基本に運用しております。

キャッシュ・フロー

（単位：百万円）
3月31日に終了した1年間 2006 2005 2004

継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   44,411 36,965 43,355
営業活動による純現金収入との調整  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,707 58,284 70,664

営業活動による純現金収入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 89,118 95,249 114,019

投資活動による純現金支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (104,782) (62,359) (37,647)
財務活動による純現金支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,125) (9,629) (9,860)
非継続事業による純現金収入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (414) (1,625) 761
為替変動による現金及び現金同等物への影響額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,712 2,717 (10,669)

現金及び現金同等物の増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  (12,491) 24,353 56,604

2006年3月期における現金及び現金同等物は前年度比125億

円減少し、2,515億円から2,390億円となりました。営業活動によっ

て得たキャッシュ・フローは、前年度比61億円減少の891億円と

なりました。継続事業当期純利益は前年度比74億円増加の444億円

となり、減価償却費は57億円増加の585億円となりました。後者

は主として記録デバイス製品の減価償却費増によるものです。資産

負債の増減については、売上債権の増加95億円、たな卸資産の増加

37億円、仕入債務の増加69億円、未払費用等の増加148億円など

があり、他方、未払税金（純額）が251億円減少しております。

研究開発投資は、当社の戦略分野である情報家電、高速大容量

ネットワーク及びカーエレクトロニクスに焦点を当て、すべて内

部資金で賄われております。

投資活動に使用したキャッシュ・フローは前年度比424億円増加

し、624億円から1,048億円となりました。成長に向けて積極的に

投資した結果、有形固定資産の取得が739億円と前年度比129億円

増加し、その他には事業の買収（取得現金控除後）が314億円、有

価証券の取得が25億円それぞれ増加しております。

財務活動に使用したキャッシュ・フローは前年度比25億円減少し、

96億円から71億円となりました。配当金の支払は、増配により前年

度比26億円増加しました。他方、主に当年度に買収した子会社に

おける増加が要因となり、短期借入債務（純額）が40億円増加しま

した。また、自己株式の取得により7億円減少しております。

当社の資金調達コストについては、長期格付けにおいて、スタ

ンダードアンドプアーズ社とムーディーズ社からそれぞれAA-、

A1のランクを取得しており、短期格付けにおいては、スタンダー

ドアンドプアーズ社より最上のA-1＋を取得しているため、必要

な場合には低利率での資金調達が可能と考えております。

当社は、2007年3月期において、営業活動によって得られる

キャッシュ・フローと内部留保により、運転資金や設備投資資金

等の必要資金は賄えると見込んでおります。また、2007年3月期

以降の資金需要についても、収益性を高め資産効率を上げること

で生み出し得る営業キャッシュ・フローによって必要資金を賄う

ことが出来ると見通しております。
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当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと

位置づけており、連結ベースでの株主資本利益率（ROE）や株主

資本配当率（DOE）の水準ならびに業績等を総合的に勘案し、配

当の安定的な増加を念頭において行うことを基本方針としてお

ります。

内部留保資金は、エレクトロニクス市場における急速な技術革

新に的確に対応すべく、重点分野の新製品や新技術を中心とし

た、成長に向けての積極的な投資に活用してまいります。

以上の方針に基づき当年度中に支払われた配当金は一株当たり

80円となりました。この配当金は、2005年6月に支払われた一株

当たり期末配当金40円と2005年12月に支払われた一株当たり

中間配当金40円の合計です。2006年3月31日現在で株主名簿に

登録されている株主は、2006年6月末に一株当たり期末配当金

50円を受けております。

当社は、変化の激しいエレクトロニクス産業においては、様々な

リスク要因や予想される資金需要を考慮して、適時、的確な対処

が可能なように、適切な流動性を保持することが必要と考えてお

ります。この様な必要性の観点から、現在の流動性を考慮し、当社

は消却を目的とした自己株式の購入は現在のところ計画してお

りません。

財政状態

単位：百万円（%）
3月31日に終了した1年間 2006 2005 2004

短期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    4,469 (0.6) – – 315 (0.1)
一年以内返済予定の長期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . 1,958 (0.3) 103 (0.0) 101 (0.0)
長期借入債務（一年以内返済分を除く） . . . . . . . . . . . 405 (0.1) 81 (0.0) 27 (0.0)
資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 702,419 (99.0) 639,067 (100.0) 576,219 (99.9)

合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥709,251 (100.0) 639,251 (100.0) 576,662 (100.0)

当年度末の資産合計は、前年度末比1,155億円増加し、8,080億

円から9,235億円となりました。売上債権が1,480億円から

1,891億円へ411億円、たな卸資産は749億円から890億円へ

141億円それぞれ増加し、さらに有形固定資産が2,170億円から

2,437億円へ267億円増加し、投資が227億円から288億円へ

61億円増加しました。営業権は92億円から195億円へ103億円、

無形固定資産は132億円から295億円へ163億円増加しておりま

すが、これらの増加要因は事業の取得であります。

負債合計は、前年度末比433億円増加し、1,638億円から2,071

億円となりました。未払税金は193億円から92億円へ101億円減

少しましたが、仕入債務が621億円から847億円へ226億円、未払

費用等が311億円から435億円へ124億円、繰延税金負債が8億

円から53億円へ45億円、それぞれ増加しました。

資本合計は、前年度末比633億円増加し6,391億円から7,024

億円となりました。その他の剰余金が5,856億円から6,183億円

へ327億円増加し、その他の包括利益（△損失）累計額も△517億

円から△219億円へ297億円好転しました。

当社は、従業員に対する複数の退職金制度を有しており、2006年

3月31日現在の未積立債務は204億円であります。2006年3月31日

現在の貸借対照表の未払退職年金費用残高は268億円と、前年度

比20億円減少しております。

借入金については、当社は、基本的に、事業拡大のためには、

グループの流動性を勘案しながらも、グループ内の資金を活用す

ることを優先し、銀行等外部からの借入は二次的な資金調達方法

とする方針としております。

将来の設備投資計画については、最重点分野に絞り積極的に投

資していく方針であり、それらの資金については内部資金で充当

する予定です。

2007年3月31日に終了する会計年度の設備投資額を700億円

と計画しており、主に増産設備や設備の更新に振り向ける予定で

おります。実際の設備投資額は、技術、需要、価格、競争状況、各地

域の経済環境の変化及び為替レートの変動により、上記見込と異

なる可能性があります。
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研究開発及び特許権

2006、2005及び2004年度における研究開発費は、それぞれ

455億円、363億円及び329億円で、連結売上高に占める比率はそ

れぞれ5.7%、5.5%及び5.0%であります。

当社グループの研究開発活動は、多様化するエレクトロニクス

分野へ対応すべく、新製品開発の強化、拡大に引き続き努め、特に、

次世代記録関連製品、移動体通信関連のマイクロエレクトロニク

スモジュール、及び素材技術と設計技術を基盤とし省エネルギー

と環境に配慮したデバイスの研究開発に注力してまいりました。

また、技術資源を情報家電、高速大容量ネットワーク、カーエレク

トロニクスの3分野へ集中し、効率的な研究開発に取り組んでお

ります。

電子素材部品分野では、複合材料技術を活かしたポリマーPTC

サーミスタの製品化、記録デバイス分野ではHDD用130Gbpsi級

PMRヘッド、モバイル向け100Gbpsi級TMRヘッドの製品化、また、

当社の薄膜技術を応用した小型、薄型薄膜コモンモードフィル

ターも開発、製品化しております。記録メディア製品分野では、

ブルーレイディスクの製品化を初めとする次世代光ディスク製

品開発をさらに進めました。

当社の開発体制は基礎材料開発センター、プロセス技術開発セ

ンター、デバイス開発センター、生産技術開発センター、素材解析

センター、アプリケーションセンター、SQ研究所、及び各事業部

門の技術開発機能からなり、それぞれの担当領域の新製品、新

技術開発を推進しております。アプリケーションセンターは、市

場動向、顧客ニーズへの感度を高めるべく、応用技術への対応を

目指しております。基礎材料開発センターは主として粉体材料技

術を用いた磁性・誘電性材料を、プロセス技術開発センターは先

端プロセス技術への対応を、デバイス開発センターは新規デバイ

ス開発を担当しております。

海外研究開発活動としては、米国、英国の有力大学との研究開発

の推進、海外研究開発子会社による現地技術資源の活用強化等があ

げられます。今後の事業基盤の確立と展開を目指す中国において

も、電子部品材料関連の研究開発活動を行っております。その他連

結子会社の研究開発活動としては、Headway Technologies, Inc.

における次世代HDD用ヘッドの開発を引き続き推進しております。

当社は多種多様な特許を日本及び諸外国に有し、また他社とのラ

イセンス契約も有しておりますが、現在有効な個々の特許及びライ

センス契約が期間満了により無効になったとしても、当社の事業

活動に重大な影響を及ぼすことはないと考えております。特

許・ライセンス収入は、2006年度1億円、2005年度5億円及び

2004年度1億円であり、特許・ライセンス支出は、2006年度71億

円、2005年度93億円及び2004年度81億円であり、主として記録

デバイス事業に関するライセンスへのロイヤリティ支出となっ

ております。また、当社が新たに特許を取得した場合、または、当

社が他社の特許を取得した場合であっても、今後の業績に重要な

影響を与えることはないものと考えております。

マーケットリスクの管理

マーケットリスク

当社は、株価、金利、為替レートの変動に係わるマーケットリスク

にさらされており、その中で特に為替レートの変動リスクを主た

るマーケットリスクととらえております。当社は、マーケットリ

スクに敏感な金融商品の管理に関する規程を設けております。当

社は、金利及び為替リスクを回避するために、デリバティブ商品

を利用しております。当社は、トレーディング目的のデリバティ

ブ商品を保有、発行しておりません。

外国為替及び金利変動リスク

先物為替予約契約及び通貨スワップ契約は、外貨建受取債権及

び将来の外貨建取引に不利な影響を及ぼす外国為替相場の変動

をヘッジする手段として利用しております。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在において、当社及

び一部の子会社は、先物為替予約契約（主に米ドル及び日本円

の売買）及び通貨オプション契約をそれぞれ177億円及び290億

円締結しております。

当社及び一部子会社は、子会社に対する貸付金等に関し、為替及

び金利の変動リスクを軽減するため、2005年3月31日現在、複数

の金融機関とそれぞれ総額111億円の通貨及び金利通貨スワッ

プ契約を結んでおります。これらのスワップ契約は、将来の特定

の日において、特定の為替相場で当社が主にユーロ及び米ドルを

支払い、日本円を受け取るというものであります。
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当社の金利変動に係わるマーケットリスクとして、主に負債証

券が関連しており、固定金利の負債証券を有しております。当社は、

負債証券については、当面出来る限り短期の負債証券に限定する

方針としております。当社は、2006年3月31日及び2005年3月

31日現在における、金利の影響を受ける金融商品の公正価値と、

通常の予測し得る範囲内で発生する可能性のある損失は、将来の

利益、公正価値、キャッシュ・フローに重要な影響を与えないと考

えております。

株価リスク

株価に係わる当社のマーケットリスクは、売却可能有価証券と

して区分された株式の株価変動リスクのみです。当社は、余剰資金

の運用として株式の取得は行わず、技術情報等の入手や営業政策

のために株式を取得しております。売却可能有価証券の取得原価

と公正価値の総額は、2006年3月31日現在で、それぞれ92億円、

121億円、また、2005年3月31日現在で、それぞれ60億円、70億円

でした。2006年3月31日現在、取得した株式の主な企業は運輸、通

信機器及び電子機器分野で、取得原価と公正価値は、それぞれ88

億円と111億円、また、2005年3月31日現在、取得した株式の主

な企業は運輸、通信機器及び電子機器分野で、取得原価と公正価

値はそれぞれ56億円と65億円でした。

重要な会計方針

重要な会計方針とは、その適用にあたり不確実な事象について

見積もりを要し、経営者の主体的、複雑かつ高度な判断が要求さ

れる会計方針であります。

以下は、会計方針を網羅的に記載したものではありません。主

要な会計方針については、連結財務諸表の注記（注1）に詳しく開

示しております。多くの場合、特定取引の会計処理方法は米国に

おいて一般に認められた会計原則で規定され、経営者の判断は必

要とされません。また、経営者の判断の余地があっても、その選択

の結果に大きな違いは生じません。

当社は、重要な会計方針として長期性資産の減損、たな卸資産

の評価、買収の会計、営業権及びその他の無形固定資産、年金費

用、並びに繰延税金資産の評価を認識しております。

長期性資産の減損

2006年3月31日及び2005年3月31日現在、当社の有形固定資

産及び償却無形固定資産の総額はそれぞれ2,703億円及び2,296

億円であり、総資産のそれぞれ29.3%及び28.4%に相当します。

当社は、その回収可能性が経営成績に及ぼす影響の大きさを考慮

し、長期性資産の減損は当社の財務諸表にとって重要であると認

識しております。

当社は、有形固定資産及び特定の認識可能な無形固定資産につ

き、資産の簿価が回収できないという兆候が生じた場合に減損の

有無を検討しております。この検討は見積もり将来キャッシュ・

フローを使用して行われます。資産が減損したと認められた場

合、当該資産の簿価が公正価値を上回る金額が減損額として認識

されます。経営者は、キャッシュ・フロー及び公正価値は合理的に

見積もられていると信じておりますが、事業遂行上予測不能の変

化に起因して将来キャッシュ・フロー及び公正価値が当初の見積

もりを下回った場合、長期性資産の評価に不利な影響が、また、当

社の財政状態及び経営成績に重要な影響が生じる可能性があり

ます。当社は、製品の将来の収益性や回収可能性を十分考慮した

上で投資を行っております。
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たな卸資産の評価

たな卸資産の評価は、低価法により評価しております。予想さ

れる陳腐化について、将来の需要予測に基づき、取得価格と見積も

り市場価格の差額がたな卸資産の簿価から減額されます。当社は、

過去の需要や将来の予測に基づき、たな卸資産の在庫過剰及び陳

腐化の可能性について簿価の見直しを行っております。さらに、

既存及び予想される技術革新の要求は、在庫の評価に影響を与え

ます。見積もり（たな卸資産陳腐化による簿価調整の基礎となる

もの）の変動が当社の経営成績に影響を与えるため、たな卸資産

の評価は重要な会計方針とみなされます。実際の需要が予想され

たものより著しく低い場合は、たな卸資産の在庫過剰及び陳腐化

に関するたな卸資産の評価について追加的な調整が必要となり、

当社の事業、財政状態及び経営成績に著しく不利な影響を及ぼす

可能性があります。

過去の見積もりの妥当性について、当社は複数のシナリオを立

てる方法ではなく、四半期毎に見積もりと実績を比較し再評価す

る方法をとっております。例えば、記録デバイス事業のように技

術革新がめまぐるしい事業運営においては、顧客が求める高性能

製品へのタイムリーな対応が求められており、たな卸資産の陳腐

化評価を四半期毎に見直しております。

買収の会計

当社は、パーチェス法に基づき、買収した事業の取得資産及び

引受負債をそれぞれ買収日時点の公正価値で認識しています。取

得資産それぞれの見積公正価値の決定、及び資産耐用年数の決定

の判断により、減価償却費、また将来、資産が減損したと認められ

た場合は減損費用を通じて買収後の期間の純利益に重要な影響

を与える可能性があります。

無形固定資産の見積公正価値の決定は、通常収益還元法に基づ

き、キャッシュ・フロー動向に関連したリスク要因を考慮した適

切な割引率で割り引いた見積将来キャッシュ・フローを使用して

行われます。

無形固定資産の耐用年数の決定においては、資産の種類によっ

て耐用年数も異なり、また、耐用年数が無期限とされる資産もあ

ることから、判断が必要となります。耐用年数が無期限とされる

資産については、米国財務会計基準審議会基準書第142号にて

規定されている要因に基づき定期的に再評価しております。これ

らの要因には、資産の使用計画、耐用年数や多大な費用を伴わず

に契約の更新または延長に影響し得る法律または契約条項、並び

に需要、競争、その他の経済的要因の影響が含まれますがこれら

に限定されるものではありません。

営業権及びその他の無形固定資産

営業権及び明確な償却年数を有しないその他の無形固定資産

は償却することなく、年に一度、もしくは公正価値が簿価を下回

る兆候が現れたり、状況の変化が生じた都度減損テストが実施さ

れます。これら資産の公正価値は、承認された事業計画に基づく

割引キャッシュ・フローを用いて決定されます。経営者は、将来

キャッシュ・フロー及び公正価値の見積もりは合理的であると

信じておりますが、事業遂行上予測不能の変化に起因して将来

キャッシュ・フロー及び公正価値が当初の見積もりを下回った場

合、当該資産の評価に不利な影響が生じる可能性があります。

年金費用

従業員の年金費用及び給付債務は、保険数理人がそれらの数値を

計算する際に使用する基礎率に基づいております。基礎率には、

割引率、退職率、死亡率、昇給率、長期期待収益率等が含まれます。

使用した基礎率と実際の結果が異なる場合は、その差異が累積さ

れ将来期間にわたって償却されます。すなわち、通常、将来期間に

おける費用認識及び帳簿上の債務に影響を与えます。当社はこれ

らの基礎率が適切であると考えておりますが、実際の結果及び基

礎率の変更による差異は将来における年金費用及び給付債務に

影響を及ぼす可能性があります。

2006年度の連結財務諸表の作成において、当社は割引率を

2.2%、長期期待収益率を2.7%に設定しております。割引率を設定

するにあたっては、現在発行され、かつ予想される年金受給期日

に流通している安全性の高い企業発行の債券利回りを参考にして

おります。当社は、投資対象の様々な資産カテゴリーの長期期待

運用収益見込みに基づき、長期期待収益率を設定しております。

その設定にあたっては、資産カテゴリー別に将来収益に対する予

測や過去の運用実績を考慮しております。
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割引率の減少は、年金給付債務を増加させ、数理計算上の差異の

償却により年金費用の増加をもたらす可能性があります。割引率

を0.5%引き下げた場合、予想給付債務が約10%増加すると見込

んでおります。

長期期待収益率の増加は、期待運用収益の増加により当期の

年金費用の減少をもたらす可能性があります。当年度において、

長期期待収益率を0.5%引き下げた場合、年金費用が約9億円増加

すると見込んでおります。また、期待運用収益と実際運用収益に

差異が発生した場合は、次年度以降の利益を減少させる可能性が

あります。

繰延税金資産の評価

当社は、実現可能性の評価に基づいて多額の繰延税金資産を有

しております。繰延税金資産の実現可能性を評価するに当たって、

経営者は、繰延税金資産の一部、あるいはすべてが実現しない見

込みが、実現する見込みより大きいかどうかを考慮します。最終

的な繰延税金資産の実現は、一時差異が減算できる期間の将来の

課税所得の発生に依存します。経営者は、実現可能性の評価に当

たって繰延税金負債の解消の予定、将来の課税所得の見通し及び

税計画戦略を考慮しております。過去の課税所得の水準及び繰延

税金資産が減算できる期間における将来の課税所得の見通しを

考えますと、経営者は、評価性引当金控除後の繰延税金資産は、

実現する見込みが実現しない見込みより大きいと考えており

ます。しかしながら、将来の利益計画が実現できない、もしくは達

成できない場合、または経営者がその他の要因に基づき繰延税金

資産の実現可能性評価を変更した場合、繰延税金資産が実現し

ないと判断され、繰延税金資産に対する評価性引当金の積み増しが

必要となります。

今後適用となる新会計基準

2004年11月に、米国財務会計基準審議会は基準書第151号「た

な卸資産の原価－米国会計調査広報第43号第4章の改訂」を発行

しました。基準書第151号は、米国会計調査広報第43号第4章「た

な卸資産の価格」の指針を改訂することにより、遊休設備費用、運

送費、運搬に係る諸経費及び不要となった材料（仕損）に係る異常

な金額の会計処理を明確にしています。また、当基準書は、遊休設

備費用、過度の仕損、倍加運賃、再運搬諸経費等の項目を米国会計

調査広報第43号の「異常」の要件を満たすか否かに関わらず、当

期費用として認識することを要求しております。さらに、基準書

第151号は、固定製造間接費を加工費に按分する場合、生産設備

の通常の操業度をもとに行うことを要求しております。当基準書

は2005年6月16日以降に開始する会計年度に生じるたな卸資産

の原価に適用されます。当基準書の適用による当社の連結上の財

政状態及び経営成績への重要な影響はないと考えております。

2004年12月に、米国財務会計基準審議会は基準書第123号改

訂（2004年改訂）「株式に基づく支払」を公表しました。基準書第

123号改訂は基準書第123号「株式に基づく報酬の会計処理」を

改訂したものであり、米国会計原則審議会意見書第25号を廃止

するものであります。基準書第123号改訂は、従業員の労働の対

価としての株式による報酬費用を、付与日の公正価値に基づき測

定することを要求しております。報酬費用は、権利確定期間にわ

たり計上されます。2005年4月に、米国証券取引委員会は、基準書

第123号改訂の適用開始日を、2005年6月16日以降に開始する

会計年度に延期しました。当社は、2007年3月期の第1四半期よ

り基準書第123号改訂を適用し、当基準書による当社の連結上の

財政状態及び経営成績への影響を継続して評価していきます。

（注1）（10）及び（注10）に記載されている仮定数値の情報は、基準

書第123号に基づいた見積報酬費用を表しております。当社の見

積報酬費用の評価は、多くの複雑かつ主観的な変数及び関連する

税金の影響に係る仮定及び当社の株価に左右されます。これらの

変数は当社の株価変動率及び従業員のストックオプション行使

に関する行動パターンを含みますが、それらに限られたものでは

ありません。当社は、2006年4月1日以降に発行される株式に基



TD
K

 C
orporation • A

nnual R
eport 2006

31

づく報酬に係る報酬費用を、全ての報酬に対して要求される役務

提供期間にわたり定額法により計上していきます。さらに、当社

は、当基準書適用日以前に発行されたストックオプションの付与

日における公正価値の権利未確定部分を、開示目的で過去に計算

した公正価値に基づいて計上していきます。2006年3月31日現

在、ブラック・ショールズ・オプション・プライシング・モデルを用

いて算出した権利未確定のストックオプションの公正価値総額

は227百万円であります。基準書第123号改訂の適用により、当

該金額はこれらのストックオプションの残存権利確定期間にわ

たり認識されます。

2005年5月に、米国財務会計基準審議会は基準書第154号「会

計上の変更及び誤謬の修正－米国会計原則審議会意見書第20号

及び米国財務会計基準審議会基準書第3号の改訂」を発行しました。

基準書第154号は、米国会計原則審議会意見書第20号「会計上の

変更」と基準書第3号「期中財務諸表における会計上の変更の報告」

を改訂し、会計上の変更及び誤謬の修正に係る会計処理及び報告に

関する指針を明らかにしております。基準書第154号は、会計上

の変更及び誤謬の修正の報告について過年度への遡及適用、もし

くは実務上可能な範囲で遡及して適用することを要求しており

ます。基準書第154号は、2005年12月16日以降に開始する会計

年度より適用されます。当基準書の適用による当社の連結上の

財政状態及び経営成績への重要な影響はないと考えております。

2006年7月に、米国財務会計基準審議会は解釈指針第48号「法

人所得税の申告が確定していない状況における会計処理」を発行

しました。解釈指針第48号は、法人所得税の申告が未確定である

タックスベネフィットを連結財務諸表上で認識する場合の基準

を、当該申告が税務当局に認められる可能性の方が高いことであ

ると規定しており、当該認識基準を満たす法人所得税の申告に関

する測定方法を説明しています。解釈指針第48号は、2006年12

月16日以降に開始する会計年度より適用されます。現在、当解釈

指針の適用による当社の連結上の財政状態及び経営成績への影

響の見積もりを行っております。

将来に関する記述についての注意事項

当冊子には、当社または当社グループ（以下、TDK グループ、

といいます。）に関する業績見通し、計画、方針、経営戦略、目標、

予定、認識、評価などといった、将来に関する記述が記載されていま

す。これらの将来に関する記述は、TDK グループが、現在入手して

いる情報に基づく予測、期待、想定、計画、認識、評価等を基礎として

作成しているものであり、既知または未知のリスク、不確実性、そ

の他の要因を含んでいるものです。従って、これらのリスク、不確実

性、その他の要因による影響を受けることがあるため、TDK グルー

プの将来の実績、経営業績、財務状態が、将来に関する記述に明示

的または黙示的に示された内容と大幅に異なったものとなる恐

れもあります。また、TDKグループはこの冊子を発行した後は、

将来に関する記述を更新または修正して公表する義務を負うも

のではありません。

TDK グループの主たる事業活動領域であるエレクトロニク

ス市場は常に急激な変化に晒されています。TDK グループに重

大な影響を与え得る上記のリスク、不確実性、その他の要因の例

として、技術の進化、需要、価格、金利、為替の変動、および経済環

境、競合条件、法令の変化などがあります。なお、かかるリスクや

要因はこれらの事項に限られるものではありません。
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セグメント情報

以下の事業の種類別、所在地別セグメント情報は、日本の証券取引法により開示要求されているものであり、米国基準として監査対

象ではありません。

事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

3月31日に終了した1年間 2006 2005 2006 増減率（%）

電子素材部品部門
売上高
外部顧客に対する売上高  . . . . . . . ¥687,750 545,214 $5,878,205 26.1
セグメント間の内部売上高
または振替高  . . . . . . . . . . . . . . – – –

計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 687,750 (100.0%) 545,214 (100.0%) 5,878,205 (100.0%) 26.1
営業費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 613,417 (89.2%) 477,694 (87.6%) 5,242,880 (89.2%) 28.4

営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  74,333 (10.8%)   67,520 (12.4%) $   635,325 (10.8%) 10.1

資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 672,596 537,593 5,748,684
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,599 47,409 458,111
資本的支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 71,070 57,192 607,436

記録メディア製品部門
売上高
外部顧客に対する売上高  . . . . . . . ¥107,430 112,639 $   918,205 –4.6
セグメント間の内部売上高
または振替高  . . . . . . . . . . . . . . – – –

計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 107,430 (100.0%) 112,639 (100.0%) 918,205 (100.0%) –4.6
営業費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 121,240 (112.9%) 120,329 (106.8%) 1,036,239 (112.9%) 0.8

営業利益（損失） . . . . . . . . . . . . . ¥ (13,810) (–12.9%)    (7,690) (–6.8%) $  (118,034) (–12.9%) –79.6

資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 79,109 84,160 676,145
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,941 5,397 42,231
資本的支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,841 3,813 24,282

消去または全社
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥171,798 186,248 $1,468,359 7.8

連結
売上高
外部顧客に対する売上高  . . . . . . . ¥795,180 657,853 $6,796,410 20.9
セグメント間の内部売上高
または振替高  . . . . . . . . . . . . . . – – –

計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 795,180 (100.0%) 657,853 (100.0%) 6,796,410 (100.0%) 20.9
営業費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 734,657 (92.4%) 598,023 (90.9%) 6,279,119 (92.4%) 22.8

営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  60,523 (7.6%) 59,830 (9.1%) $   517,291 (7.6%)

資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 923,503 808,001 7,893,188
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58,540 52,806 500,342
資本的支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 73,911 61,005 631,718



TD
K

 C
orporation • A

nnual R
eport 2006

33

所在地別セグメント情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

3月31日に終了した1年間 2006 2005 2006 増減率（%）

日本
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥360,210 339,493 $3,078,718 6.1
営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 49,437 26,382 422,539 87.4
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 347,942 305,717 2,973,863 13.8

米州
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 105,979 87,594 905,803 21.0
営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,995 5,496 85,427 81.9
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 100,611 70,844 859,923 42.0

欧州
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 76,240 71,682 651,624 6.4
営業利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . (9,996) (5,125) (85,436) –95.0
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,729 44,961 390,846 1.7

アジア他
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 531,824 400,866 4,545,504 32.7
営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,607 33,551 107,752 –62.4
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 348,008 263,621 2,974,428 32.0

消去または全社
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 279,073 241,782 2,385,239
営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,520 474 12,991
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 81,213 122,858 694,128

連結
売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 657,853 $6,796,410 20.9
営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 60,523 59,830 517,291 1.2
資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 923,503 808,001 7,893,188 14.3

海外売上高
米州  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  90,192 (11.4%)   77,813 (11.8%) $   770,872 (11.4%) 15.9
欧州  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 75,895 (9.5%) 71,702 (10.9%) 648,675 (9.5%) 5.8
アジア他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 455,435 (57.3%) 324,313 (49.3%) 3,892,607 (57.3%) 40.4

海外売上高合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥621,522 (78.2%) 473,828 (72.0%) $5,312,154 (78.2%) 31.2
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過去5事業年度における主要な財務数値及び指標
3月31日に終了した1年間

（単位：百万円）

2006 2005 2004 2003 2002

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 657,853 655,792 604,865 564,286
電子素材部品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 687,750 545,214 519,792 468,514 426,661
記録メディア製品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 107,430 112,639 136,000 136,351 137,625
（海外売上高）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 621,522 473,828 487,169 439,381 399,508
売上原価  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 585,780 484,323 476,407 459,552 463,331
販売費及び一般管理費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 142,052 119,886 122,875 115,569 115,696
厚生年金基金の代行部分返上：

累積給付債務と責任準備金との差額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (33,533) – – –
清算損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 27,347 – – –

リストラクチュアリング費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,825 – – 5,197 25,489
継続事業税引前当期純利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 66,103 60,728 55,847 20,552 (40,230)
法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,057 23,284 12,133 6,193 (15,679)
継続事業当期純利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,411 36,965 43,355 13,593 (23,619)
非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,665 1,254 1,574 2,152
当期純利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,101 33,300 42,101 12,019 (25,771)

一株当たり指標（円）：

一株当たり継続事業当期純利益（損失）：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335.84 279.41 327.27 102.42 (177.72)
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335.54 279.25 327.15 102.42 (177.72)

一株当たり非継続事業当期純損失：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.70) (9.47) (11.86) (16.19)
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.69) (9.46) (11.86) (16.19)

一株当たり当期純利益（損失）：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.50 251.71 317.80 90.56 (193.91)
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.20 251.56 317.69 90.56 (193.91)

配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 80.00 60.00 50.00 45.00 60.00

運転資本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 397,131 379,746 360,555 315,948 288,865
資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 702,419 639,067 576,219 553,885 583,927
資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 923,503 808,001 770,319 747,337 749,910
有形固定資産の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 73,911 61,005 44,471 41,026 58,347
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58,540 52,806 50,726 57,132 60,981
研究開発費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,528 36,348 32,948 30,099 35,530

従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,923 37,115 36,804 31,705 32,249
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連結損益計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間

（単位：百万円） （単位：千米ドル（注2））

2006 2005 2004 2006

売上高（注20及び24） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 657,853 655,792 $6,796,410
売上原価（注24） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 585,780 484,323 476,407 5,006,666

売上総利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 209,400 173,530 179,385 1,789,744
販売費及び一般管理費（注24）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 142,052 119,886 122,875 1,214,120
厚生年金基金の代行部分返上（注8）：
累計給付債務と責任準備金との差額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (33,533) – –
清算損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 27,347 – –

リストラクチュアリング費用（注16） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,825 – – 58,333

営業利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 60,523 59,830 56,510 517,291
営業外損益：
受取利息及び受取配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,605 1,692 1,189 30,812
支払利息  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (149) (967) (323) (1,274)

　関連会社利益持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,368 1,765 1,639 11,692
　有価証券関連損益（純額）（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . （286） （142） （1,093） （2,444）
為替差損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 948 (856) (3,064) 8,103
その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 94 (594) 989 803

5,580 898 (663) 47,692

継続事業税引前当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 66,103 60,728 55,847 564,983
法人税等（注7）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,057 23,284 12,133 179,974

継続事業少数株主損益前当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,046 37,444 43,714 385,009
少数株主損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 635 479 359 5,428

継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,411 36,965 43,355 379,581
非継続事業（注21）：
　非継続事業損失

　（2006年3月期は処分損失224百万円を含む）  . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,509 244 2,649
　法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 156 1,010 –

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,665 1,254 2,649

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  44,101 33,300 42,101 $   376,932

（単位：円、普通株式数を除く） （単位：米ドル）

一株当たり指標：
一株当たり継続事業当期純利益（注19）：
基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  335.84 279.41 327.27 $ 2.87
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335.54 279.25 327.15 2.87

一株当たり非継続事業当期純損失（注19）：
基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     (2.34) (27.70) (9.47) $(0.02)
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.69) (9.46) (0.02)

一株当たり当期純利益（注19）：
基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  333.50 251.71 317.80 $ 2.85
希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.20 251.56 317.69 2.85

加重平均発行済普通株式数－基本（千株）（注19） . . . . . . . . . . . . . . . 132,239 132,293 132,475
加重平均発行済普通株式数－希薄化後（千株）（注19）  . . . . . . . . . . . 132,355 132,376 132,523
現金配当金（注9） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    80.00 60.00 50.00 $ 0.68

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。
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（単位：百万円） （単位：千米ドル（注2））

資産 2006 2005 2006

流動資産：

現金及び現金同等物  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 239,017 251,508 $ 2,042,880
有価証券（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 56 1,609 479
売上債権（注20）：
受取手形  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,899 6,133 67,513
売掛金（注24） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 185,224 144,426 1,583,111
貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,064) (2,560) (34,735)

差引計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 189,059 147,999 1,615,889

たな卸資産（注5） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 88,968 74,924 760,410
未収税金（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 265 204 2,265
売却予定資産（注17） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,110 993 35,128
前払費用及びその他の流動資産（注7及び24）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,278 33,366 386,992

流動資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 566,753 510,603 4,844,043

投資（注4） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,757 22,698 245,786

有形固定資産：

土地  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,790 20,097 186,239
建物  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 187,810 181,581 1,605,214
機械装置及び器具備品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 482,398 445,636 4,123,060
建設仮勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,687 15,206 108,436

704,685 662,520 6,022,949
減価償却累計額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (461,020) (445,551) (3,940,342)

差引計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 243,665 216,969 2,082,607

営業権（注18） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,453 9,210 166,265
無形固定資産（注18） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29,478 13,247 251,949
繰延税金資産（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,287 8,633 62,282
その他の資産（注8及び12） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,110 26,641 240,256

¥ 923,503 808,001 $ 7,893,188

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。

連結貸借対照表
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日現在
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（単位：百万円） （単位：千米ドル（注2））

負債及び資本 2006 2005 2006

流動負債：

短期借入債務（注6） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    4,469 – $     38,197
一年以内返済予定の長期借入債務（注6） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,958 103 16,735
仕入債務：

支払手形  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,353 638 37,205
買掛金（注24） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 80,336 61,454 686,632

未払給与賃金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19,010 12,915 162,479
未払費用等（注16及び24） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43,524 31,065 372,000
未払税金（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,155 19,283 78,248
売却予定負債（注17） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 92 –
その他の流動負債（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,817 5,307 58,265

流動負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 169,622 130,857 1,449,761

長期借入債務（一年以内返済予定分を除く）（注6）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 405 81 3,462

未払退職年金費用（注8） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26,790 28,839 228,974

繰延税金負債（注7） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,314 751 45,419

その他の固定負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,979 3,244 42,555

負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 207,110 163,772 1,770,171

少数株主持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,974 5,162 119,436

契約及び偶発債務（注12及び13）

資本：

資本金

普通株式

授権株式数：480,000,000株；
発行済株式総数：2006年度及び2005年度133,189,659株；
発行済株式数：2006年度132,266,828株、

2005年度132,244,587株  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,641 32,641 278,983
資本剰余金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 63,237 63,051 540,487
利益準備金（注9） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17,517 16,918 149,718
その他の剰余金（注9） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 618,259 585,557 5,284,265
その他の包括利益（損失）累計額（注7、8及び11）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (21,946) (51,657) (187,573)
自己株式（2006年度922,831株、2005年度945,072株）（注10） . . . . . . . . . . . . . . (7,289) (7,443) (62,299)

資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 702,419 639,067 6,003,581

¥923,503 808,001 $7,893,188
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（単位：百万円） （単位：千米ドル（注2））

2006 2005 2004 2006

資本金：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  32,641 32,641 32,641 $   278,983

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,641 32,641 32,641 278,983

資本剰余金：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 63,051 63,051 63,051 538,897
株式報酬型ストックオプションの費用認識  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 186 – – 1,590

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 63,237 63,051 63,051 540,487

利益準備金（注9）：
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16,918 16,497 15,953 144,598
その他の剰余金よりの振替額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 599 421 544 5,120

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17,517 16,918 16,497 149,718

その他の剰余金（注9）：
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 585,557 560,756 525,919 5,004,761
当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,101 33,300 42,101 376,932
現金配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,578) (7,938) (6,625) (90,410)
自己株式売却損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (222) (140) (95) (1,898)
利益準備金への振替額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (599) (421) (544) (5,120)

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 618,259 585,557 560,756 5,284,265

その他の包括利益（損失）累計額（注7、8及び11）：
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (51,657) (90,387) (78,824) (441,513)
その他の包括利益（損失）－税効果調整後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29,711 38,730 (11,563) 253,940

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (21,946) (51,657) (90,387) (187,573)

自己株式（注10）：
期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,443) (6,339) (4,855) (63,615)
自己株式の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (955) (1,672) (1,865) (8,162)
ストックオプションの権利行使  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,109 568 381 9,478

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,289) (7,443) (6,339) (62,299)

期末資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥702,419 639,067 576,219 $6,003,581

包括利益：

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  44,101 33,300 42,101 $   376,932
その他の包括利益（損失）－税効果調整後（注11） . . . . . . . . . . . . . . . 29,711 38,730 (11,563) 253,940

当期包括利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  73,812 72,030 30,538 $   630,872

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。

連結資本勘定計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間
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（単位：百万円） （単位：千米ドル（注2））

2006 2005 2004 2006

営業活動によるキャッシュ・フロー：
　当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   44,101 33,300 42,101 $   376,932
　非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,665 1,254 2,649
　継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,411 36,965 43,355 379,581
　営業活動による純現金収入との調整：
　　減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58,540 52,806 50,726 500,342
　　固定資産処分損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,220 1,190 1,363 27,521
　　繰延税金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (696) (5,532) 1,858 (5,949)
　　有価証券関連損益（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 286 142 1,093 2,445
　　子会社売却益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (1,799) (567) –
　資産負債の増減：
　　売上債権の増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (16,886) (7,343) (7,680) (144,325)
　　たな卸資産の減少（増加） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (287) 3,461 (7,868) (2,453)
　　その他流動資産の減少（増加） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (8,748) 1,149 (4,387) (74,769)
　　仕入債務の増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,101 245 8,200 60,692
　　未払費用等の増加（減少） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,347 (2,496) 8,878 105,530
　　未払税金の増減（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,689) 14,464 5,704 (91,359)
　　未払退職年金費用の増減（純額）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 981 2,519 9,285 8,385
　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . （462） (522) 4,059 (3,949)
　　　　営業活動による純現金収入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 89,118 95,249 114,019 761,692

投資活動によるキャッシュ・フロー：
　有形固定資産の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (73,911) (61,005) (44,471) (631,718)
　有価証券の売却及び償還  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,263 1,788 1,814 36,436
　有価証券の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,227) (2,424) (1) (36,128)
　事業の買収―取得現金控除後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (32,868) (1,496) – (280,923)
　有形固定資産の売却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,373 999 4,299 28,829
　少数株主持分の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,587) – (366) (22,111)
　子会社の売却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – 1,523 –
　非継続事業の売却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,538 – – 13,145
　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (363) (221) (445) (3,103)
　　　　投資活動による純現金支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (104,782) (62,359) (37,647) (895,573)

財務活動によるキャッシュ・フロー：
　長期借入債務による調達額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 269 218 69 2,299
　長期借入債務の返済額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (218) (164) (479) (1,863)
　短期借入債務の増減（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,688 (330) (1,047) 31,521
　ストックオプションの権利行使による収入  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 887 428 286 7,581
　自己株式の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (955) (1,672) (1,865) (8,162)
　配当金支払  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (10,578) (7,938) (6,625) (90,410)
　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (218) (171) (199) (1,863)
　　　　財務活動による純現金支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,125) (9,629) (9,860) (60,897)

非継続事業によるキャッシュ・フロー（注1）

　営業活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (407) (1,458) 885 (3,478)
　投資活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4) (166) (123) (34)
　財務活動によるキャッシュ・フロー  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – –
　非継続事業における為替変動による現金及び現金同等物への影響額 (3) (1) (1) (26)
　　　　非継続事業による純現金支出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (414) (1,625) 761 (3,538)
為替変動による現金及び現金同等物への影響額  . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,712 2,717 (10,669) 91,555
現金及び現金同等物の増加（減少） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (12,491) 24,353 56,604 (106,761)
現金及び現金同等物の期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 251,508 227,155 170,551 2,149,641
現金及び現金同等物の期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 239,017 251,508 227,155 $2,042,880

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。

連結キャッシュ・フロー計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間
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注記事項
TDK株式会社及び連結子会社

（注1） 事業及び主要な会計方針の概要

（1）事業の内容

当社は、1935年に東京に設立され、フェライトを中心にインダクタ、セラミック、磁気ヘッド他の電子素材部品及び記録メディア製品を世界

各国で幅広く製造販売しております。

当社の基本的な2つの事業区分は、電子素材部品と記録メディア製品であり、2006年3月期の売上高における構成比はそれぞれ86.5%、13.5%

であります。

この2つの事業区分の主要な製品は、次のとおりであります。

　　（イ） 電子素材部品部門

　　フェライトコア、積層チップコンデンサ、高周波部品、インダクタ、GMRヘッド、有機ELディスプレイ

　　（ロ）記録メディア製品部門

　　オーディオテープ、ビデオテープ、CD-R、MD、DVD、コンピュータ用データストレージテープ

当社は、電子素材部品については、国内及びアジア地域を中心に電気通信機器メーカー及び音響機器メーカーに販売しており、記録メディア

製品については、国内、ヨーロッパ及び北米地域を中心に販売代理店及び音響機器メーカーに販売しております。

（2）財務諸表作成の基本方針

当社及び当社の国内子会社は国内の会計基準に則した会計帳簿を保持しており、また当社の海外子会社はそれらの会社が所在する各国の会

計基準に則した会計帳簿を保持しております。

連結財務諸表は、米国において一般に認められた会計原則に基づいた財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローを表すために、当社及び当社の

連結子会社の会計帳簿に記帳されていないいくつかの修正を含んでおります。これらの修正は、主に未払退職年金費用に関するものであります。

（3）連結方針

当社の連結財務諸表は、米国において一般に認められた会計原則（会計原則審議会意見書、財務会計基準審議会基準書等）に基づいて作成して

おり、すべての子会社、及び米国財務会計基準審議会の解釈指針第46号改訂（2003年12月）「変動持分事業体の会計」に基づき、当社が主たる受

益者となる変動持分事業体を含んでおります。すべての重要な連結会社間債権債務及び取引は、連結上相殺消去されております。

20%以上50%以下の持分を所有し、当社が被投資会社の経営及び財務状況に重要な影響を及ぼすと判断された投資は、持分法により評価し

ております。すべての重要な持分法適用会社からの未実現利益は、連結上消去されております。

（4）現金同等物

現金同等物には、取得日から3ヶ月以内に満期となる流動性の高い短期投資が含まれております。

（5）貸倒引当金

貸倒引当金は、当社の有する売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒れ実績に基づき計上しております。顧客の破産申請、経営

成績及び財政状態の著しい悪化等、顧客の支払能力に疑義が生じた場合は、個別の債権に対して追加的な引当金が計上されます。顧客の状況が

変化した場合、債権の回収可能性の見積もりは修正されます。

（6）投資

当社は、特定の負債証券及び持分証券を、満期保有目的有価証券、トレーディング有価証券、売却可能有価証券の3つに分類しております。ト

レーディング有価証券は、短期保有、売却を前提に購入され、満期保有目的有価証券は、満期まで保有することが可能であり、その意思に基づいて

購入されます。トレーディング有価証券、満期保有目的有価証券に分類されないすべての証券が、売却可能有価証券に分類されます。

トレーディング有価証券、売却可能有価証券は公正価値で計上され、満期保有目的有価証券は額面を超過し、またはそれに満たない部分を償

却または加算した償却原価で計上されます。トレーディング有価証券の未実現利益及び損失は損益に含まれ、売却可能有価証券の税効果控除後

の未実現利益及び損失は損益に含まれず、当該損益が実現するまでその他の包括利益（損失）累計額に含まれております。2006年3月31日及び

2005年3月31日現在、当社は、トレーディング有価証券及び満期保有目的有価証券を保有しておりません。1年内に償還または売却される予定

の売却可能有価証券は、流動資産に分類されております。
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売却可能有価証券の公正価値が取得原価を下回り、一時的でない下落と判断された場合、簿価は公正価値まで評価減されます。減損額は損益

に含まれ、新たな簿価が設定されます。一時的でない下落かどうかを判断するために、当社は、その発行者の財政状態及び経営状況、発行者が事

業展開している業種の市況、公正価値下落の程度や期間、及びその他の関連要因を考慮して、減損対象となりうる売却可能有価証券の公正価値

を定期的に見直しております。

時価のない有価証券は、公正価値が容易に算定できないため取得原価で計上されております。当社は、投資の公正価値に著しく不利な影響を

及ぼすと考えられる事象や状況の変化を定期的に評価しております。減損の兆候の有無の判断にあたっては、発行者の財政状態及び経営状況、

発行者が事業展開する業種の市況、及びその他の関連要因を考慮します。減損の兆候が現れた場合には、当社は時価のない有価証券の公正価値

を見積もります。公正価値が取得原価よりも低く、かつ減損が一時的でないと判断した場合、時価のない有価証券は損益を通して公正価値まで

評価減されます。

（7）たな卸資産

たな卸資産の評価は低価法により、また取得原価は主として平均法により計算しております。

（8）有形固定資産

有形固定資産の減価償却費の計算は、日本国内に存する資産及び一部の海外子会社が所有する資産については主として定率法により、また、

その他の海外子会社が所有する資産については定額法により計算しております。なお、見積耐用年数は次のとおりであります。

　建物  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3年から60年

　機械装置及び器具備品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2年から22年

（9）税金

所得税等の会計処理は、会計上の資産及び負債と税務上のそれらとの差額、並びに税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に係る将来の税効果

額を、繰延税金資産または負債として認識する資産負債法により行っております。

この繰延税金資産及び負債は、それらの一時差異が解消されると見込まれる年度の課税所得に対して適用される法定税率を使用して測定さ

れます。税率の変更による繰延税金資産及び負債への影響は、その税率変更に関する法律の制定日を含む期間の期間損益として認識されること

となります。当社は、税率変更に伴いその他の包括利益（損失）累計額に含まれる残存税効果額については、個別法により戻し入れを行っており

ます。

（10）ストックオプション制度

2002年12月に、米国財務会計基準審議会は基準書第148号「株式に基づく報酬の会計処理－経過措置及び開示」を公表しました。基準書第148

号は、基準書第123号「株式に基づく報酬の会計処理」を改訂しております。基準書第148号は、株式に基づく従業員報酬について公正価値法への

会計処理方法の自発的変更に関する経過措置の代替的方法を規定しております。さらに、基準書第148号は基準書第123号の開示要求を改訂し、

株式に基づく報酬への影響について、より明瞭で頻繁な開示を要求しております。但し、基準書第123号は公正価値に基づいた関連報酬費用の

認識と、従来からの米国会計原則審議会意見書第25号「従業員への株式発行の会計」適用に基づいた本源的価値法の継続適用の選択を認めてお

ります。当社は意見書第25号の適用を選択しております。これにより、ストックオプション制度に係る関連報酬費用は、ストックオプション付与日

における普通株式の市場価額が行使価額を超える場合のみ認識されます。前連結会計年度において、ストックオプション制度に係る関連報酬費

用を認識しておりませんが、2005年6月29日開催の定時株主総会において決議された株式報酬型ストックオプションはこの要件を満たすため、

当連結会計年度においてストックオプション制度に係る関連報酬費用186百万円（1,590千米ドル）を認識しております（注10）。当該関連報酬

費用は、付与日の普通株式の市場価額が行使価額を超過する金額の内、当連結会計年度において提供された役務の対価を表します。
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付与され、権利未確定の株式型報酬に公正価値法に基づく会計処理を適用し、当該報酬を権利確定までの期間において均等に費用処理した場合、

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における継続事業当期純利益及び当期純利益への影響額は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

報告継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥44,411 36,965 43,355 $379,581

報告継続事業当期純利益に含まれる報酬費用－税効果考慮後  . . . . . . . . . . . . . 186 – – 1,590

公正価値法による報酬費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (607) (438) (330) (5,188)

仮定継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥43,990 36,527 43,025 $375,983

（単位：円） （単位：米ドル）

基本一株当たり継続事業当期純利益：

報告数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥335.84 279.41 327.27 $2.87

仮定数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 332.66 276.11 324.78 2.84

希薄化後一株当たり継続事業当期純利益：

報告数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥335.54 279.25 327.15 $2.87

仮定数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 332.39 275.98 324.74 2.84

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

報告当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥44,101 33,300 42,101 $376,932

報告継続事業当期純利益に含まれる報酬費用－税効果考慮後  . . . . . . . . . . . . . 186 – – 1,590

公正価値法による報酬費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (607) (438) (330) (5,188)

仮定当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥43,680 32,862 41,771 $373,334

（単位：円） （単位：米ドル）

基本一株当たり当期純利益：

報告数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥333.50 251.71 317.80 $2.85

仮定数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 330.32 248.40 315.31 2.82

希薄化後一株当たり当期純利益：

報告数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥333.20 251.56 317.69 $2.85

仮定数値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 330.05 248.29 315.27 2.82

（11）研究開発費

研究開発費は発生時に費用処理しております。

（12）広告宣伝費

広告宣伝費は発生時に費用処理しております。

（13）発送費及び取扱手数料

発送費及び取扱手数料は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ15,326百万円（130,991千米ドル）、13,397百

万円及び12,163百万円であり、連結損益計算書上、販売費及び一般管理費に含まれております。
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（14）外貨換算

外貨表示の財務諸表は、米国財務会計基準審議会基準書第52号「外貨の換算」に基づき換算されております。この基準によると、海外子会社の

資産及び負債は決算日の為替レートにより、損益項目は期中平均レートにより換算されます。海外子会社の財務諸表の換算から生じる為替差損

益は、連結損益計算書から除外され、その他の包括利益（損失）として計上されます。その他の外貨建取引から生じる為替差損益は、営業外損益の

為替差損益に含まれます。

（15）見積もりの使用

当社は、米国において一般に認められた会計原則に基づく連結財務諸表を作成するために、種々の見積もりと仮定を用いております。それら

の見積もりと仮定は、資産、負債、収益及び費用の報告、並びに偶発資産及び債務の開示情報に影響を及ぼします。見積もりや仮定には、無形固定

資産、有形固定資産、売上債権、たな卸資産及び繰延税金資産の評価、並びに年金数理計算による従業員年金債務の見積もりに関係する仮定と

いった重要性のある項目を含んでおります。実績値が、これらの見積もりと異なることもあり得ます。

（16）長期性資産の減損または処分の会計

当社は、有形固定資産及び特定の認識可能で償却期間の定めのある無形固定資産につき、資産の簿価が回収できないという兆候が現れたり、

その状況に変化が生じた場合は評価の見直しを行っております。会社が保有及び使用している資産の回収可能性は、当該資産の帳簿価額と当該資

産から生じると予想される、利息を考慮しない割引前の将来純キャッシュ・フローとの比較によって判定されることになります。もし、そのよう

な資産が減損していると認められた場合、認識すべき減損額は当該資産の帳簿価額が公正価値を上回る金額に基づいて測定されます。処分予定

の資産は、帳簿価額と売却に要する費用を控除後の公正価値のうちいずれか低い価額で評価されます。

（17）営業権及びその他の無形固定資産

営業権の償却は行わず、かわりに少なくとも1年に一度、あるいは減損の兆候があった場合はより頻繁に減損のテストを行っております。

償却期間の定めのある無形固定資産は、それぞれの見積耐用年数に亘って償却されます。耐用年数を見積もることができないその他の無形固定

資産については償却を行わず、かわりに耐用年数が明らかになるまで減損のテストを行います。

当社は、減損テストを第4四半期に実施しております。

（18）デリバティブ金融商品

当社はヘッジ会計を適用しておりません。従いまして、デリバティブ商品の公正価値に変動があった期においてその影響を損益計算書に反映

させております。

（19）一株当たり当期純利益

基本一株当たり当期純利益は、各年度の普通株主に帰属する当期純利益を加重平均発行済普通株式数により除することによって計算されて

おります。希薄化後一株当たり当期純利益は、普通株式の発行を生ずる有価証券またはその他の契約の実行、普通株式への転換、もしくはその

他結果として当社の普通株式の発行を生じるといった、潜在的希薄化を反映するものであります。2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月

期において、それぞれ11万6,100株、36万4,300株及び15万6,500株のストックオプションは、その影響が希薄化効果を有しないため、希薄化

後一株当たり当期純利益の計算に含まれておりません。

（20）収益の認識

当社は、電子素材部品及び記録メディア製品を個別契約に基づいて顧客に販売することを主な収益源としております。当社は、取引を裏付け

る説得力のある証拠が存在すること、引渡しが行われ、所有権及び所有によるリスク負担が顧客に移転されたこと、販売価格が固定もしくは確

定可能であること、回収可能性が確実であることのすべての条件を満たした場合に収益を認識しております。

電子素材部品の販売は、電子材料、電子デバイス及び記録デバイス製品で構成され、その収益は着荷地渡し条件により顧客が製品を受け入れた

時点で認識されます。電子素材部品の販売について、当社は欠陥品以外の返品は受け入れない方針をとっております。検収条件は、契約書や事前

の合意文書で定められており、予め決められた仕様に適合しない場合は収益として認識されません。

記録メディア製品の販売は、ビデオテープやDVD（デジタル多用途ディスク）で構成され、その収益も電子素材部品の販売と同様、着荷地渡し

条件により顧客が製品を受け入れた時点で認識されます。



TD
K

 C
orporation • A

nnual R
eport 2006

44

当社は、特定の卸売店及び小売店に対して様々な販売促進施策を提供しております。販売促進施策には、製品値引、販売量に応じた値引、マー

ケティング・デベロップメント・ファンド（“MDF”）、リベート、クーポンが含まれており、発生問題専門委員会基準書01-9号「再販を含む販売者

による購入者に対する供与に関する会計」に基づき会計処理されております。当基準書によれば、一般的に販売者による購入者に対する供与は、

製品やサービス売価の減額とみなされることから、損益計算書上、売上高の減額として処理されます。特定の要因により適用されないこともあ

り得ます。販売促進費は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ13,479百万円（115,205千米ドル）、14,292百万円

及び15,089百万円であります。

製品値引には、特定の契約で予め決められた請求価格より一定の比率を割り引くものや、卸売店や小売店との間で契約上合意した金額を値引

くものがあります。製品値引は、関連する売上認識時点で売上高の控除として計上され、その金額は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3

月期において、それぞれ7,415百万円（63,376千米ドル）、7,194百万円及び5,993百万円であります。

販売量に応じた値引は、卸売店や小売店が1年以内の特定期間に累計で一定の購入取引額を達成した場合にのみ提供されます。負債は、個々の

取引先ごとの過去の実績に基づいて見積もり、関連する売上認識時点で売上高の控除として計上しております。販売促進費の見積もりは、売上

取引額の実績や残存販売促進期間及び年度の販売予測に基づき定期的に評価、調整されます。売上高の控除として計上された販売量に応じた値

引額は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ2,646百万円（22,615千米ドル）、3,005百万円及び2,982百万円で

あります。

MDFは、取引先のクーポン、カタログ、販売コンテストや広告等の取引先のマーケティング・プログラムのための資金提供や協賛として、多く

の場合助成金という形で特定の卸売店や小売店に提供されます。このプログラムにより、当社が受ける取引先から十分に分離可能で認識可能な

便益は当社にはありません。従って、MDFは年間契約に基づく時点、または当社が義務を負った時点のいずれか早い時点で、売上高の控除として

認識され、その金額は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ1,970百万円（16,838千米ドル）、2,631百万円及び2,923

百万円であります。

最終消費者に提供されるクーポンやメール・イン・リベートによる販売促進活動は、償還されたクーポンやメール・イン・リベートを当社が小

売店や最終消費者に払い戻しを行います。償還が予測されるクーポンやメール・イン・リベートの数に応じて、関連する売上認識時点（または、クー

ポンやリベートの提供に先立ち売上が認識された場合は提供される時点）で債務が認識されます。当社は、販売促進提供において償還の割合を

見積もる際に、同様な製品に対する過去の償還割合を用います。売上高の控除として計上された販売促進活動は、2006年3月期、2005年3月期

及び2004年3月期において、それぞれ995百万円（8,504千米ドル）、1,061百万円及び2,446百万円であります。

また、顧客を惹きつける場所や棚に当社製品を優先的に陳列を行った小売店に対し、その見返りとしてスロッティング・フィーを支払ってお

ります。スロッティング・フィーは、当社が義務を負った時点で売上高の控除として計上されます。売上高の控除として計上されたスロッティン

グ・フィーは、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ274百万円（2,342千米ドル）、205百万円及び451百万円であ

ります。

さらに、当社は、特定の卸売店及び小売店がちらし、カタログ、広告、看板に当社製品を掲載した際に要した広告宣伝費用を払い戻すことを予

め取り決めた広告宣伝プログラムを実施しています。当社は対価の見返りとして認識可能な便益（広告宣伝）を受け、また、この広告宣伝を第三

者から購入することも可能であったため、十分に分離可能な便益を受けることになります。また、卸売店や小売店にサービスを提供した第三者

が発行した請求書という形で十分な証拠を得ることにより、当社はこの便益の公正価値を合理的に見積もることができます。よって、このよう

な広告宣伝プログラムは、当社が義務を負った時点で販売費及び一般管理費として計上され、その金額は、2006年3月期、2005年3月期及び2004

年3月期において、それぞれ179百万円（1,530千米ドル）、196百万円及び293百万円であります。

当社は、限定的に返品を認めており、売上計上時点で過去の実績に基づいて予想返品額を見積もり、売上高より控除しております。

当社製品への保証に重要性はありません。

（21）今後適用となる新会計基準

2004年11月に、米国財務会計基準審議会は基準書第151号「たな卸資産の原価－米国会計調査広報第43号第4章の改訂」を発行しました。

基準書第151号は、米国会計調査広報第43号第4章「たな卸資産の価格」の指針を改訂することにより、遊休設備費用、運送費、運搬に係る諸経費

及び不要となった材料（仕損）に係る異常な金額の会計処理を明確にしています。また、当基準書は、遊休設備費用、過度の仕損、倍加運賃、再運搬

諸経費等の項目を米国会計調査広報第43号の「異常」の要件を満たすか否かに関わらず、当期費用として認識することを要求しております。さ

らに、基準書第151号は、固定製造間接費を加工費に按分する場合、生産設備の通常の操業度をもとに行うことを要求しております。当基準書は2005

年6月16日以降に開始する会計年度に生じるたな卸資産の原価に適用されます。当基準書の適用による当社の連結上の財政状態及び経営成績

への重要な影響はないと考えております。
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2004年12月に、米国財務会計基準審議会は基準書第123号改訂（2004年改訂）「株式に基づく支払」を公表しました。基準書第123号改訂は基

準書第123号「株式に基づく報酬の会計処理」を改訂したものであり、米国会計原則審議会意見書第25号を廃止するものであります。基準書第

123号改訂は、従業員の労働の対価としての株式による報酬費用を、付与日の公正価値に基づき測定することを要求しております。報酬費用は、

権利確定期間にわたり計上されます。2005年4月に、米国証券取引委員会は、基準書第123号改訂の適用開始日を、2005年6月16日以降に開始

する会計年度に延期しました。当社は、2007年3月期の第1四半期より基準書第123号改訂を適用し、当基準書による当社の連結上の財政状態

及び経営成績への影響を継続して評価していきます。（注1）（10）及び（注10）に記載されている仮定数値の情報は、基準書第123号に基づいた見

積報酬費用を表しております。当社の見積報酬費用の評価は、多くの複雑かつ主観的な変数及び関連する税金の影響に係る仮定及び当社の株価

に左右されます。これらの変数は当社の株価変動率及び従業員のストックオプション行使に関する行動パターンを含みますが、それらに限られ

たものではありません。当社は、2006年4月1日以降に発行される株式に基づく報酬に係る報酬費用を、全ての報酬に対して要求される役務提

供期間にわたり定額法により計上していきます。さらに、当社は、当基準書適用日以前に発行されたストックオプションの付与日における公正

価値の権利未確定部分を、開示目的で過去に計算した公正価値に基づいて計上していきます。2006年3月31日現在、ブラック・ショールズ・オプ

ション・プライシング・モデルを用いて算出した権利未確定のストックオプションの公正価値総額は227百万円であります。基準書第123号改

訂の適用により、当該金額はこれらのストックオプションの残存権利確定期間にわたり認識されます。

2005年5月に、米国財務会計基準審議会は基準書第154号「会計上の変更及び誤謬の修正－米国会計原則審議会意見書第20号及び米国財務

会計基準審議会基準書第3号の改訂」を発行しました。基準書第154号は、米国会計原則審議会意見書第20号「会計上の変更」と基準書第3号「期

中財務諸表における会計上の変更の報告」を改訂し、会計上の変更及び誤謬の修正に係る会計処理及び報告に関する指針を明らかにしております。

基準書第154号は、会計上の変更及び誤謬の修正の報告について過年度への遡及適用、もしくは実務上可能な範囲で遡及して適用することを

要求しております。基準書第154号は、2005年12月16日以降に開始する会計年度より適用されます。当基準書の適用による当社の連結上の財

政状態及び経営成績への重要な影響はないと考えております。

（22）組替

当年度における表示に合わせるため、過年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

また、当年度から非継続事業によるキャッシュ・フローを営業、投資及び財務活動によるキャッシュ・フローに区分して開示しております。

（注2） 財務諸表の換算
連結財務諸表及び注記は当社の機能通貨である円貨により表示されておりますが、単に読者の便宜を図るために、2006年3月31日現在及び

同日に終了する年度の円貨については、2006年3月31日現在の東京外国為替市場におけるおよその実勢為替相場1米ドル＝117円で米ドルに

換算した額を表示しております。当該換算は、円金額がその為替レートで米ドルに換金され得るという意味ではありません。

（注3） 海外での営業活動
海外での営業活動に関して連結財務諸表に含まれる金額は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

純資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥435,381 360,925 318,915 $3,721,205

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 626,626 498,366 494,184 5,355,778

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,582 17,362 38,731 244,291
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（注4） 有価証券及び投資
2006年3月31日及び2005年3月31日現在の有価証券及び投資は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥       56 1,609 $       479

投資有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,042 7,094 111,470

時価のない有価証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 596 1,555 5,094

関連会社投資  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,119 14,049 129,222

¥28,813 24,307 $246,265

有価証券及び投資には、売却可能有価証券が含まれております。当該有価証券に関する2006年3月31日及び2005年3月31日現在の情報は、次の

とおりであります。
2006 2005

総未実現 総未実現 総未実現 総未実現
取得原価 利益 損失 公正価値 取得原価 利益 損失 公正価値

（単位：百万円）：

持分証券  . . . . . . . . ¥  9,246 2,859 2 12,103 5,951 1,054 – 7,005

負債証券  . . . . . . . . 1,002 – 7 995 1,698 – – 1,698

¥10,248 2,859 9 13,098 7,649 1,054 – 8,703

（単位：千米ドル）：

持分証券  . . . . . . . . $79,026 24,436 17 103,445

負債証券  . . . . . . . . 8,564 – 60 8,504

$87,590 24,436 77 111,949

2006年3月31日現在、売却可能有価証券に区分されている負債証券の満期は、2008年3月期（加重平均残存期間1.7年）に到来します。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における売却可能有価証券の売却収入は、それぞれ4,263百万円（36,436千米ドル）、1,788百

万円及び1,814百万円であります。2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における売却可能有価証券の総売却益は、それぞれ714百万

円（6,103千米ドル） 、377百万円及び135百万円であります。2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、一部の売却可能有価証

券及び時価のない有価証券を公正価値まで評価減を行い、それぞれ1,000百万円（8,547千米ドル）、519百万円及び1,228百万円の評価損を計

上しました。

2006年3月31日現在、売却可能有価証券に関する未実現損失が継続的に生じている期間は12ヶ月未満であります。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在、原価法で評価した時価のない有価証券をそれぞれ総計596百万円（5,094千米ドル）及び1,555百

万円保有しております。（1）投資の公正価値を合理的に見積もることが実務上困難なことからその見積もりを行っていない、（2）投資の公正価値

に著しく不利な影響を及ぼすと考えられる事象や状況の変化が見られなかったことにより、2006年3月31日及び2005年3月31日現在において、

減損の評価を行っておりません。

持分法による関連会社投資には、研究開発企業である株式会社半導体エネルギー研究所の普通株式への出資が26.1%、磁気製品製造企業で

ある株式会社TMPの普通株式への出資が50.0%、及びその他5社への出資があり、全体として重要ではありません。2006年3月31日及び2005

年3月31日現在、TDKの持分法投資の帳簿価額と関連会社純資産におけるTDK持分との差額は主として持分法による営業権の残高1,231百万

円（10,521千米ドル）であります。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在、関税支払期日延長を目的として、989百万円及び1,695百万円の負債証券を東京税関に対し担保

供出しております。
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（注5） たな卸資産
2006年3月31日及び2005年3月31日現在のたな卸資産は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

製品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥36,826 30,819 $314,752

仕掛品  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23,490 21,633 200,769

原材料  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,652 22,472 244,889

¥88,968 74,924 $760,410

製品及び仕掛品の原価には、主要材料費、購入半製品費等の直接材料費、給与、賞与、法定福利費等の直接労務費、外注加工費等の直接経費、及

び材料費、労務費、その他の経費等の製造間接費が含まれます。

（注6） 短期借入債務及び長期借入債務
2006年3月31日及び2005年3月31日現在の短期借入債務及び加重平均利率は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル） 加重平均利率

2006 2005 2006 2006 2005

無担保銀行借入金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,469 – $38,197 1.63% –

2006年3月31日及び2005年3月31日現在の長期借入債務及びその年度別返済額は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

無担保銀行借入金(加重平均利率：2006年3月期0.96%） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,700 – $14,530

担保付銀行借入金(加重平均利率：2006年3月期0.95%） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 345 – 2,949

リース債務（加重平均利率：2006年3月期5.78%、2005年3月期4.05%）  . . . . . . . . . . . . . . . . 318 184 2,718

2,363 184 20,197

一年以内返済予定額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,958 103 16,735

¥   405 81 $  3,462

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

年度別返済額：

2007年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,958 $16,735

2008年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 196 1,675

2009年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 127 1,086

2010年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36 308

2011年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31 265

2012年3月期以降  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15 128

¥2,363 $20,197
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銀行からの短期及び長期の借入金については、銀行の要求により、現在及び将来の借り入れに対する担保または保証人の設定を行うこと、ま

た、銀行は銀行預金と返済期日の到来した借入金、または返済不履行の場合、すべての借入金残高と銀行預金を相殺する権利を有する約定を取

り交わしております。

有形固定資産のうち2,264百万円（19,350千米ドル）（帳簿価額）は、金融機関からの長期借入金の担保として供されています。

当社の借入契約において、債務返済条項（debt covenants）や相互デフォルト条項（cross-default）はありません。さらに、同契約の下で子会社の

配当制限条項といったものもありません。

（注7） 税金
当社及び国内子会社は、2006年3月期及び2005年3月期において、国税が30%、住民税が5.2%から6.2%、事業税が7.7%から8.0%により、

法定税率は40%であります。また、2004年3月期において、国税が30%、住民税が5.2%から6.2%、事業税が9.6%から10.1%により、法定税率

は41%であります。

地方税法が2003年3月24日に改正され、その結果として2004年4月1日以降開始される年度からは、法定税率が41%から40%に引き下げら

れることになりました。2006年3月期及び2005年3月期の法人税等は法定税率40%、2004年3月期の法人税等は法定税率41%で計算されてお

ります。

2005年3月期において、一部の最低年金債務の解消に伴い、その他の包括利益累計額（最低年金債務調整勘定）に含まれていた残存税効果額

4,571百万円が戻し入れ処理され、繰延税金費用（貸方）として連結損益計算書上認識されました。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における実効税率と国内法定税率との差異は、次のとおりであります。

2006 2005 2004

国内法定税率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 40.4% 40.4% 41.0%

損金に算入されない項目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1.6 1.1 1.2

益金に算入されない項目  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (0.1) (0.2) 0.0

海外子会社の税率差  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (13.9) (10.5) (23.0)

評価性引当金の増減  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4.7 3.8 4.5

投資所得控除  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (0.1) (1.2) (1.6)

試験研究費税額控除  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1.4) (3.6) (1.3)

最低年金債務に関する残存税効果額の戻し入れ  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (7.5) –

過年度税金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1.7 17.0 –

その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1.0) (1.0) 0.9

実効税率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31.9% 38.3% 21.7%

2005年6月29日、当社は東京国税局（日本橋税務署）から1999年3月期から2003年3月期までの5事業年度について、当社と海外子会社との間の

取引の価格が独立企業間価格と異なるという当局の判断により、移転価格税制に基づく更正処分の通知を受けました。東京国税局による延滞税等

を含む追徴金額は11,960百万円であり、2005年3月期の連結損益計算書上、法人税等の区分及び営業外損益の区分に計上されております。
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2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における法人税等総額は、以下の項目に配分されております。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥21,057 23,284 12,133 $179,974

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 156 1,010 –

資本－その他の包括利益（損失）累計額：

外貨換算調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8 8 245 68

有価証券未実現利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 849 (148) 348 7,256

最低年金債務調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,074 29,538 9,422 17,727

法人税等総額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥23,988 52,838 23,158 $205,025

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における継続事業税引前当期純利益と法人税等費用は、次のとおりであります。

継続事業
税引前 法人税等

当期純利益 当期 繰延 計

（単位：百万円）： 2006

日本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥28,004 11,160 657 11,817

海外  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38,099 10,593 (1,353) 9,240

　 ¥66,103 21,753 (696) 21,057

2005

日本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,836 22,261 (5,026) 17,235

海外  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23,892 6,555 (506) 6,049

60,728 28,816 (5,532) 23,284

2004

日本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,611 4,411 (7) 4,404

海外  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47,236 5,864 1,865 7,729

　 55,847 10,275 1,858 12,133

（単位：千米ドル）： 2006

日本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $239,350 95,385 5,615 101,000

海外  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 325,633 90,538 (11,564) 78,974

$564,983 185,923 (5,949) 179,974
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繰延税金資産及び負債の主な内訳は、2006年3月31日及び2005年3月31日現在で次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

繰延税金資産：

貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥      433 332 $     3,701

たな卸資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,005 894 8,590

未払事業税  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 370 1,330 3,162

未払費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,145 3,863 43,974

未払退職年金費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,884 10,648 101,573

税務上の繰越欠損金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20,116 14,631 171,932

繰越税額控除  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 684 208 5,846

最低年金債務調整  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,269 4,174 19,393

有形固定資産の償却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,153 2,523 26,949

その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,835 1,867 15,684

繰延税金資産（総額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 46,894 40,470 400,804

評価性引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (20,298) (15,409) (173,487)

繰延税金資産（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 26,596 25,061 $ 227,317

繰延税金負債：

投資有価証券関連損益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (6,030) (6,034) (51,538)

海外子会社の未分配利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,948) (2,656) (33,744)

有価証券未実現利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,223) (272) (10,453)

買収により取得した無形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,990) (374) (42,650)

その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,086) (1,220) (9,282)

繰延税金負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (17,277) (10,556) (147,667)

繰延税金資産（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   9,319 14,505 $   79,650

繰延税金資産に対する評価性引当金は、2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期において、それぞれ4,889百万円（41,786千米ドル）、

4,381百万円及び1,338百万円増加しました。評価性引当金は、一部の海外子会社における繰越欠損金より生じた繰延税金資産に対する評価性

引当金が主なものであります。2006年3月期及び2005年3月期における評価性引当金の減少のうちそれぞれ154百万円及び119百万円は、過去

に買収した子会社で保有していた税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産を認識したことによるものであります。この税効果の認識による

評価性引当金の取崩額と同額の営業権が減少しました。繰延税金資産の実現可能性を決定するにあたり、経営者は繰延税金資産の一部、あるいはす

べてが実現しない見込みが、実現する見込みより大きいかどうかを考慮します。最終的な繰延税金資産の実現可能性は、一時差異及び税務上の繰越

欠損金が減算または使用できる期間の将来の課税所得の発生に依存します。経営者は、実現可能性の評価にあたって繰延税金負債の戻入れの予定、

将来の課税所得の見通し及び税計画戦略を考慮しております。これまでの課税所得の水準及び繰延税金資産が減算できる期間における将来の課税

所得の見通しを考えますと、経営者は2006年3月31日現在の評価性引当金控除後の減算可能な一時差異及び税務上の繰越欠損金は、実現する

見込みが実現しない見込みより大きいと考えております。

2006年3月31日現在、一部の子会社は合計で65,398百万円（558,957千米ドル）の繰越欠損金を有しております。
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将来の課税所得から控除することが可能な繰越可能期間は、各国の法律によって異なりますが、繰越可能期間の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

1年以内  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     845 $    7,222

1年超5年以内  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,676 39,966

5年超20年以内  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,626 159,196

無期限  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41,251 352,573

¥65,398 $558,957

一部の子会社は、合計で684百万円（5,846千米ドル）の繰越税額控除を有しており、このうち44百万円（376千米ドル） は2019年3月期まで

に繰越期限が到来し、残りの金額には期限がありません。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在の繰延税金は、連結貸借対照表上、次の科目に計上されております。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

前払費用及びその他の流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 7,401 6,654 $ 63,257

繰延税金資産（固定資産）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,287 8,633 62,282

その他の流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (55) (31) (470)

繰延税金負債（固定負債）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,314) (751) (45,419)

¥ 9,319 14,505 $(79,650)

海外子会社の未分配利益の一部について当社は、それらが予測できる将来に取り崩され、課税対象になるとは現状考えていないため、これら

に対する繰延税金負債を認識しておりません。2006年3月31日及び2005年3月31日現在、当該未認識繰延税金負債は、それぞれ61,144百万円

（522,598千米ドル）、61,663百万円であります。これらの未分配利益については、配当金の受領または株式の売却によってそれらの未分配利益

が回収されると見込まれた時点で、繰延税金負債が認識されることになります。2006年3月31日及び2005年3月31日現在、これら子会社の未

分配利益はそれぞれ258,881百万円（2,212,658千米ドル） 及び244,341百万円であります。
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（注8） 未払退職年金費用
当社と一部の子会社は、ほぼすべての従業員に対する退職年金制度を有しております。この制度における退職一時金または年金給付額は、勤

続年数、給与等に基づき算定されます。また、監査役についても退職慰労金支給についての内規があります。

日本の確定給付型年金制度は、主として厚生年金保険法により定められた会社と従業員の拠出からなる老齢厚生年金の代行部分と、当社が独

自に設計できる退職給付部分（企業加算部分）から構成される厚生年金基金制度（退職年金加算型）であります。厚生年金の代行部分は、国に代わ

り運営している年金制度であります。この厚生年金基金制度（退職年金加算型）への拠出は、国の法令に基づいて行われております。

上記のように、国内の厚生年金制度は厚生年金保険制度の一部を国に代わって運営する代行部分と、当社独自で設計した加算部分から構成さ

れており、厚生年金保険料のうち代行部分に係る保険料の国への支払を免除されておりました。年金資産は一体のポートフォリオとして運用管

理されており、 国の代行部分と会社の退職給付制度の部分とに分離されておりませんでした。

2001年6月、国内において確定給付企業年金法が公布され、事業主は代行部分の退職給付債務すべてと、政府によって計算された年金資産を

返上することが可能となりました。代行部分返上後には事業主は厚生年金基金に定期的に拠出を行い、政府がすべての給付義務を負うことと

なります。

新法に基づき、当社は厚生年金基金の代行部分の支払義務免除の認可を、従業員の将来勤務期間に関して2003年9月25日に、従業員の過去勤

務期間に関して2004年10月に、厚生労働省より受けました。この代行部分の返上は2005年1月31日に完了いたしました。

当社は、代行部分の返上について米国発生問題専門委員会基準書03-2号「日本の厚生年金基金の代行部分返上の会計処理」に従って会計処理

を行いました。同基準書は、この代行部分の返上という一連の分離行為を、退職給付債務とそれに関連する年金資産の政府への返還が完了した

時点で、米国財務会計基準審議会基準書第88号「確定給付年金制度の清算と縮小ならびに退職給付に係る雇用主の会計処理」に基づく清算取引

として会計処理することを求めております。代行部分返上の結果、当社は政府との間で「清算」したとみなされる退職給付債務の公正価値と政府

に返上する必要のある資産の差額33,533百万円を認識しました。これに加えて、当社は清算直前の退職給付債務総額に対する清算した給付債

務（いずれも代行部分に関する将来の昇給の影響を除く）の割合に、清算直前の未認識損益を乗じて計算した額27,347百万円を清算損として認

識しました。これらの損益は、2005年3月期の連結損益計算書上、営業利益に含まれております。

厚生年金基金制度のうち加算部分については、2004年10月1日に新たな確定給付型年金制度として引き継がれました。この新年金制度は、

従業員の将来の勤務に対する年金債務を減少することになります。2004年10月1日における年金給付債務の減少額10,925百万円は、制度変更

による負の過去勤務債務となりました。当該過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間にわたって均等償却されます。

当社及び子会社のほとんどの年金制度について、12月31日を測定日としております。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における期間純年金費用は、以下の項目から構成されております。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

勤務費用－年間稼得給与  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 6,587 6,806 10,341 $ 56,299

予測給付債務の利息費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,050 5,359 6,271 34,615

年金資産の期待運用収益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,386) (3,180) (2,640) (28,940)

未認識移行時差額の償却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,331) (1,331) (1,331) (11,376)

未認識純損失の償却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,445 5,696 7,480 29,444

未認識過去勤務債務の償却  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,041) (1,522) (1,353) (17,444)

代行返上による清算益（純額） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (6,186) – –

¥ 7,324 5,642 18,768 $ 62,598
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給付債務及び年金資産の公正価値について、期首残高と期末残高との調整表は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

給付債務の変動：

予測給付債務期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥184,997 258,991 $1,581,171

勤務費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,587 6,806 56,299

利息費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,050 5,359 34,615

制度改定影響  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (10,925) –

数理計算上の損失（利益）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (336) (727) (2,872)

給付額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (6,447) (6,646) (55,102)

代行部分の返上  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (67,862) –

事業の買収  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,600 – 30,769

その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (63) (437) (538)

外貨換算調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 904 438 7,726

予測給付債務期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 193,292 184,997 1,652,068

年金資産の変動：

年金資産の公正価値期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 142,648 168,913 1,219,214

資産の実際収益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,124 8,053 240,376

事業主拠出  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,050 3,596 51,710

給付額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,815) (6,046) (49,701)

代行部分の返上  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (31,985) –

事業の買収  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,467 – 12,538

外貨換算調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 386 117 3,299

年金資産の公正価値期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 172,860 142,648 1,477,436

年金資産を上回る予測給付債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (20,432) (42,349) (174,632)

未認識移行時差額未償却残（18年間で償却） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,276) (2,607) (10,906)

未認識純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45,280 72,650 387,008

未認識過去勤務債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (26,254) (28,295) (224,393)

認識された未払退職年金費用純額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,682) (601) (22,923)

連結貸借対照表計上額：

前払年金費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,289 17,669 156,316

未払退職年金費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (26,790) (28,839) (228,974)

無形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 99 56 846

その他の包括損失累計額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,720 10,513 48,889

認識された未払退職年金費用純額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,682) (601) (22,923)

累積給付債務期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥175,073 167,834 $1,496,350
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退職年金制度において、予測給付債務が年金資産を上回る予測給付債務及び年金資産の公正価値、また累積給付債務が年金資産を上回る累積

給付債務及び年金資産の公正価値は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

予測給付債務が年金資産を上回る制度：

予測給付債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥66,613 184,997 $569,342

年金資産の公正価値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 37,405 142,648 319,701

累積給付債務が年金資産を上回る制度：

累積給付債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 60,200 54,504 514,530

年金資産の公正価値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,584 28,531 312,684

前提条件

保険数理上の前提条件―退職給付債務 2006 2005

割引率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.2% 2.2%

給与水準の予想上昇率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3.0% 3.0%

保険数理上の前提条件―期間純年金費用 2006 2005 2004

割引率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.2% 2.1% 2.1%

給与水準の予想上昇率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3.0% 3.0% 3.0%

年金資産の長期期待収益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.7% 2.2% 2.2%

当社は、投資対象の様々な資産カテゴリーの長期期待運用収益に基づき、長期期待収益率を設定しております。その設定にあたっては、資産カ

テゴリー別に将来収益に対する予測や過去の運用実績を考慮しております。

年金資産

当社の資産カテゴリー別の年金資産の構成は、次のとおりであります。

2006 2005

持分証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 65.4% 26.2%

負債証券  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26.1% 6.9%

現金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2.2% 62.5%

その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6.3% 4.4%

100.0% 100.0%

当社の投資運用方針は、受給権者に対する将来の年金給付に対応できる十分な年金資産を確保すべく策定されております。また当社は、年金

資産の長期期待収益率を考慮した上で、持分証券及び負債証券の最適な組み合わせから成る基本ポートフォリオを策定しております。年金資産

は、中長期的に期待されるリターンを生み出すべく、基本ポートフォリオの指針に基づいて、個別の持分証券及び負債証券に投資されます。当社

は、この基本ポートフォリオを修正する必要があるかどうかを判断するため、年金資産の長期期待運用収益と実際の運用収益との乖離を毎年

検証しております。当社は、年金資産の長期期待運用収益率を達成するために、基本ポートフォリオの見直しが必要だと考えられる場合は、必要

な範囲でポートフォリオを見直します。
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2005年3月期において、厚生年金基金の代行部分の返上に必要な資金確保のため、特定の資産の現金化を進めました。加えて、2004年半ば時点で

見通した債券及び株式市況の不透明感から投資配分を見直し、株式及び債券から現金に移しました。2006年3月期において、厚生年金基金の代行

部分の返上が2005年3月期に完了したこと、並びに株式及び債券市況が上昇に転じたことにより、年金資産の投資配分を現金から株式及び債

券へ移しました。それにより、2006年3月31日現在における年金資産に占める株式及び債券の割合は、2005年3月31日比で増加しました。

拠出

当社は、2007年3月期において、確定給付年金制度に対して6,315百万円（53,974千米ドル）の拠出を見込んでおります。

予想給付支払額

予想給付支払額は、次のとおりです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

年度別予想給付支払額：

2007年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  5,981 $  51,120

2008年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,887 58,863

2009年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,457 63,735

2010年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,002 68,393

2011年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,049 68,795

2012年3月期－2016年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥41,320 $353,162

（注9） 利益準備金及び配当金
日本の会社法では、利益配当金等利益の社外流出額の10%を、資本準備金と利益準備金の合計額が、資本金の25%に達するまで、利益準備金

として積み立てることを求めております。資本準備金と利益準備金の合計額のうち、資本金の25%を超える部分については、株主総会の決議に

より配当金の源泉とすることが可能です。一部の海外子会社もまた、各所在国の法規に基づき利益を利益準備金として積み立てることが求めら

れております。現金配当金及び利益準備金への繰入は、当該年度に確定した金額によっております。したがって，連結財務諸表には取締役会で決

議された2006年3月期に関する一株当たり50円（0.43米ドル）、総額6,613百万円（56,521千米ドル）の配当金は含まれておりません。

一株当たり現金配当金は、当該年度において支払われた配当金に基づき計算しております。

（注10） ストックオプション制度

（1）TDK（株）

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、取締役及び執行役員への株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権の発行に

関し、2005年6月29日開催の定時株主総会において承認を得ました。これにより、取締役会は、一つの権利につき当社株式100株の購入が可能な246

の新株予約権を、当社取締役及び執行役員17名に発行することを採択しました。新株予約権は2005年6月30日に付与され完全に権利確定し、行使

期間は2005年7月1日から2025年6月30日となります。一株当たりの行使価額は年次株主総会で承認された条件で1円（0.01米ドル）に設定され

ました。当該株式報酬型ストックオプションの付与日における普通株式の市場価額が行使価額を超えるため、当連結会計年度において提供された

役務の対価であるストックオプション制度に係る関連報酬費用186百万円（1,590千米ドル）を認識しております。

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、幹部社員へのストックオプションとしての新株予約権の発行に関し、2005年6月29日

開催の定時株主総会において承認を得ました。これにより、取締役会は、一つの権利につき当社株式100株の購入が可能な906の新株予約権を、

幹部社員並びに子会社の取締役及び幹部社員172名に発行することを採択しました。新株予約権は2005年8月11日に付与され、行使期間は2007

年8月1日から2011年7月31日となります。一株当たりの行使価額は年次株主総会で承認された条件で8,134円（69.52米ドル）に設定されました

が、株式分割、株式配当及び市場価額よりも低い価額による新株発行等、特定事象の発生により調整される可能性があります。ストックオプション

の行使価額は、付与日における当社の普通株式の市場価額と同等、またはそれ以上の金額です。

2005年6月30日に付与された株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権、及び2005年8月11日に付与された新株予約権に備えるため、

2005年8月17日から同22日までに、自己株式115,200株を総額930百万円（7,949千米ドル）で東京証券取引所にて購入しております。
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当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、2004年6月、2003年6月及び2002年6月開催の定時株主総会の承認を得、取締役会

において、一つの権利につき当社株式100株の購入が可能な2,343、2,547及び2,236の新株予約権を、当社取締役、執行役員、幹部社員及び子会

社の取締役、幹部社員187名、179名及び197名に発行することを採択しました。一株当たりの行使価額は年次株主総会で承認された条件で、

8,147円、6,954円及び5,909円に設定されました。新株予約権の行使価額は、付与日における当社の普通株式の市場価額と同等、またはそれ

以上の金額です。

当社は、旧商法第210条ノ2の規定に基づき、2001年6月及び2000年6月開催の定時株主総会において、取締役及び特定の社員へのストックオプ

ション制度を実施すること、及び対象となる取締役、社員への譲渡に備えるために自己株式を購入することが承認されました。この制度により、196

名及び204名の取締役、理事並びに主幹を対象として、個々の職責に応じて500株から10,000株の範囲で、行使価額一株当たり6,114円及び15,640

円で譲渡される権利が付与されました。ストックオプションの行使価額は、付与日における当社の普通株式の市場価額と同等、またはそれ以上の

金額です。

当社は現在、米国会計原則審議会意見書第25号「従業員への株式発行の会計」に従い、これらストックオプション制度を固定型ストックオプ

ション制度として会計処理しております。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期におけるストックオプションの状況は、次のとおりであります。

2006 2005 2004 2006

加重平均 加重平均 加重平均 加重平均
株式数 行使価額 株式数 行使価額 株式数 行使価額 行使価額

（株） （円） （株） （円） （株） （円） （米ドル）

期首現在未行使  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 868,600 ¥  8,293 739,300 ¥  8,358 548,000 ¥  8,967 $  70.88

付与  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 115,200 6,397 234,300 8,147 254,700 6,954 54.68

行使  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 139,700 6,308 71,700 5,979 46,900 6,114 53.90

喪失又は行使期限切れ  . . . . . . . . . . . . . . . . 15,900 14,563 33,300 13,695 16,500 13,276 124.47

期末現在未行使  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 828,200 8,244 868,600 8,293 739,300 8,358 70.46

期末現在行使可能なオプション  . . . . . . . . . 504,300 8,308 380,600 9,275 264,300 11,755 71.01

2006年3月31日現在における、未行使ストックオプションの状況は次のとおりであります。

加重平均残存
行使価額の範囲 株式数 契約期間 加重平均行使価額

（単位：円） （株） （年） （円） （米ドル）

1  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24,600 19.3 ¥         1 $    0.01

5,909  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 105,700 2.3 5,909 50.50

6,114  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 52,400 1.1 6,114 52.26

6,954  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 205,500 3.3 6,954 59.44

8,134  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 90,600 5.3 8,134 69.52

8,147  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 233,300 4.3 8,147 69.63

15,640  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 116,100 0.1 15,640 133.68

1～15,640  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 828,200 3.6 8,244 70.46
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これらのストックオプションの付与日における公正価値は、次の前提条件のもとでブラック・ショールズ・オプション・プライシング・モデル

を用いて見積もられました。

新株予約権方式ストックオプション（株式報酬型ストックオプションを除く） 2006 2005 2004

付与日公正価値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥2,325 ($19.87) ¥2,223 ¥2,290

予想残存期間  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4.0年 4.0年 4.0年

無リスク利子率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.54% 0.59% 0.26%

株価変動率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38.93% 46.30% 51.36%

予想配当利回り  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.96% 0.85% 0.71%

株式報酬型ストックオプション 2006

付与日公正価値  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥7,235 ($61.84)

予想残存期間  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5.5年

無リスク利子率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.47%

株価変動率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44.46%

予想配当利回り  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0.80%

（2）デンセイ・ラムダ（株）

デンセイ・ラムダ（株）は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、2002年6月開催の定時株主総会の承認を得、取締役会において、

一つの権利につき当該会社株式100株の購入が可能な1,147の新株予約権を、取締役、監査役、執行役員及び特定の従業員201名に発行するこ

とを採択しました。新株予約権は2003年1月10日に付与され、行使期間は2006年1月11日から2013年1月10日になります。一株当たりの行使

価額は年次株主総会で承認された条件で、789円に設定されました。新株予約権の行使価額は、付与日における当該会社の普通株式の市場価額

と同等、またはそれ以上の金額です。

デンセイ・ラムダ（株）は、旧商法第210条ノ2の規定に基づき、2001年6月及び2000年6月開催の定時株主総会において、取締役、執行役員及

び特定の従業員へのストックオプション制度を実施すること、及び対象となる取締役、執行役員及び特定の従業員への譲渡に備えるために自己

株式を購入することが承認されました。この制度により、97名の取締役と執行役員並びに特定の社員、及び10名の取締役と執行役員を対象とし

て、当該会社の株式が行使価額一株当たり1,817円、及び2,229円で譲渡される権利が付与されました。ストックオプションの行使価額は、付与

日における当該会社の普通株式の市場価額と同等、またはそれ以上の金額です。

デンセイ・ラムダ（株）は現在、米国会計原則審議会意見書第25号「従業員への株式発行の会計」に従い、これらストックオプション制度を固定

型ストックオプション制度として会計処理しておりますが、重要ではありません。
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（注11） その他の包括利益（損失）
2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期におけるその他の包括利益（損失）累計額の変動は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

外貨換算調整勘定：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(47,171) (52,807) (26,520) $(403,171)

当期調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26,100 5,636 (26,287) 223,077

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (21,071) (47,171) (52,807) (180,094)

有価証券未実現利益（損失）：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 801 648 110 6,846

当期調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 892 153 538 7,624

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,693 801 648 14,470

最低年金債務調整勘定：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (5,287) (38,228) (52,414) (45,188)

当期調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,719 32,941 14,186 23,239

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,568) (5,287) (38,228) (21,949)

その他の包括利益（損失）累計額：

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (51,657) (90,387) (78,824) (441,513)

当期調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29,711 38,730 (11,563) 253,940

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(21,946) (51,657) (90,387) $(187,573)
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2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期におけるその他の包括利益（損失）に含まれる税効果額、及び実現した損益の組替修正額は次

のとおりであります。

（単位：百万円）

税効果調整前 税効果額 税効果調整後

2006年3月期

外貨換算調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 26,108 (8) 26,100

有価証券未実現利益（損失）：

未実現利益発生額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,128 (856) 1,272

損益の組替修正額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (387) 7 (380)

当期純変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,741 (849) 892

最低年金債務調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,793 (2,074) 2,719

その他の包括利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 32,642 (2,931) 29,711

2005年3月期

外貨換算調整勘定：

外貨換算調整勘定の当期総変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   5,870 (8) 5,862

海外子会社の清算及び売却に伴い実現した損益の組替修正額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (226) – (226)

当期純変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,644 (8) 5,636

有価証券未実現利益（損失）：

未実現利益発生額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 676 (119) 557

損益の組替修正額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (671) 267 (404)

当期純変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5 148 153

最低年金債務調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 62,479 (29,538) 32,941

その他の包括利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 68,128 (29,398) 38,730

2004年3月期

外貨換算調整勘定：

外貨換算調整勘定の当期総変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥(26,464) (245) (26,709)

海外子会社の清算及び売却に伴い実現した損益の組替修正額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 422 – 422

当期純変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (26,042) (245) (26,287)

有価証券未実現利益（損失）：

未実現利益発生額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 886 (348) 538

最低年金債務調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23,608 (9,422) 14,186

その他の包括利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  (1,548) (10,015) (11,563)
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（単位：千米ドル）

税効果調整前 税効果額 税効果調整後

2006年3月期

外貨換算調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $223,145 (68) 223,077

有価証券未実現利益（損失）：

未実現利益発生額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 18,188 (7,316) 10,872

損益の組替修正額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,308) 60 (3,248)

当期純変動額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14,880 (7,256) 7,624

最低年金債務調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 40,966 (17,727) 23,239

その他の包括利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $278,991 (25,051) 253,940

（注12） リース関係
当社及びその子会社は、事務所及びその他の施設を2007年3月期から2008年3月期に亘って期限の到来する種々の解約可能リース契約によ

り賃借しております。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在の上記契約に基づくリース保証金は、それぞれ1,827百万円（15,615千米ドル）及び1,900百万円

であり、連結貸借対照表上のその他の資産に含まれております。

2006年3月31日現在、一年を超えるリース期間の解約不能リース契約に基づく年度別最低賃借料支払予定額は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

年度別返済額

2007年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  2,499 $21,359

2008年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,894 16,188

2009年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,437 12,282

2010年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,090 9,316

2011年3月期  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 791 6,761

2012年3月期以降  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,873 33,103

¥11,584 $99,009

（注13） 契約及び偶発債務
2006年3月31日現在の有形固定資産の購入契約残高は、13,088百万円（111,863千米ドル）であります。

当社は、一部の供給業者と原材料等の最低購入契約を締結しております。2006年3月31日現在、これらの契約に基づく将来の最低購入義務額は

約4,539百万円（38,795千米ドル）であります。

また、当社及び一部の子会社は、従業員の借入金に対する債務保証を行っております。保証の対象は住宅購入のための借入資金であり、仮に従

業員が債務不履行に陥った場合は当社が代位弁済を求められることになります。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在、債務不履行が発生した場合、当社が負担する割引前最高支払額は、それぞれ5,740百万円（49,060

千米ドル）及び6,296百万円であります。2006年3月31日現在、当社が行った債務保証に対して見積公正価額に基づき計上した負債額は重要で

はありません。

また当社及び一部の子会社に対して、係争中の案件があります。しかし顧問弁護士の意見も参考にして、当社の経営者は、当社の連結財政状態

及び経営成績に重要な影響を与える追加債務はないと考えております。
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（注14） リスクマネジメント及びデリバティブ金融商品
当社及び子会社は国際的に事業を営んでおり、外国為替相場及び金利の変動リスクにさらされております。当社は、それらのリスクを軽減す

るためデリバティブ金融商品を活用しております。当社及びその子会社は、金融商品をトレーディングを目的として保有または発行しておりま

せん。当社は、これらの金融商品の取引相手が契約を履行しない場合の信用関連リスクにさらされておりますが、これらの取引相手の信用格付

けを考慮しますと、当社はいずれの取引相手もその義務を履行することができると考えております。通貨及び金利通貨スワップ、先物為替予約

契約並びに通貨オプション契約に係る信用リスクは、当該契約の公正価値で表されます。

当社及び一つの子会社は、主として子会社に対する貸付金に関連する為替相場及び金利の変動リスクを軽減するため、2005年3月31日現在、

複数の金融機関と総額11,067百万円の通貨及び金利通貨スワップ契約を結んでおりました。2006年3月期において、前述の変動リスクを軽減す

る目的で為替予約を行ったため、2006年3月31日現在、通貨スワップあるいは金利通貨スワップの契約残高はありません。これらのスワップ契約は、

将来の特定の日において、特定の為替相場で当社が主にユーロ及び米ドルを支払い、日本円を受け取るというものでありました。金利通貨スワッ

プ、通貨スワップの利益もしくは損失は、連結損益計算書上、それぞれ支払利息及び為替差損益に含まれております。スワップ契約は公正価値で

評価され、連結貸借対照表上、前払費用及びその他の流動資産、またはその他の流動負債に含まれております。

先物為替予約契約及び通貨オプション契約は、外国為替相場の変動による外貨建売上債権及び予定取引の不利な影響に対するヘッジ手段と

して締結されております。

2006年3月31日及び2005年3月31日現在において、当社及び一部の子会社は、先物為替予約並びに通貨オプション契約（主に米ドル及び日

本円の売り及び買い）をそれぞれ17,726百万円（151,504千米ドル）及び28,990百万円締結しております。先物為替予約及び通貨オプション契

約の利益もしくは損失は、連結損益計算書の為替差損益に含まれております。これらの契約は公正価値で評価され、連結貸借対照表上、前払費用

及びその他の流動資産、またはその他の流動負債に含まれております。

（注15） 金融商品の公正価値
公正価値の見積もりが可能な金融商品につき、その見積もりに用いられた方法及び仮定は次のとおりであります。

（1） 現金及び現金同等物、売上債権、その他の流動資産、短期借入債務、仕入債務、未払給与賃金、未払費用等、未払税金及びその他の流動負債

これらの金融商品は期日が短く、帳簿価額がほぼ公正価値に等しくなっております。

（2） 有価証券及び投資

有価証券及び投資の公正価値は、その取引相場を基に算定しております。取引所の相場のない有価証券及び投資については、過度の費用を負

担することなく公正価値を合理的に見積もることはできませんでした。取引所の相場のない有価証券及び投資に関する追加情報は、以下に掲げ

てあります。

（3） 長期借入債務

長期借入債務の公正価値は、それぞれの長期借入債務の将来のキャッシュ・フローを、同様の期日をもった類似の借入を当社が決算日に行った

場合の借入利率で割引いた金額または、同一または類似債券の取引所の相場を基に見積もっております。

（4） 通貨スワップ、通貨金利スワップ、先物為替予約及び通貨オプション契約

通貨スワップ、通貨金利スワップ、先物為替予約及び通貨オプション契約の公正価値は、金融機関より提示された相場を基に算定してお

ります。
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2006年3月31日及び2005年3月31日現在、金融商品の帳簿価額と公正価値の見積額は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

非金融派生商品：

資産：

投資及びその他の資産：

公正価値の見積もりが可能なもの  . . . . . . . . . . . . . ¥20,497 20,497 12,684 12,684 $175,188 175,188

公正価値の見積もりが実務上困難なもの  . . . . . . . . 801 – 1,741 – 6,846 –

負債：

1年以内返済分を含む長期債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,363) (2,363) (184) (184) (20,197) (20,197)

金融派生商品：

通貨・金利スワップ：

利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – –

損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – (312) (312) – –

先物為替予約：

利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8 8 – – 68 68

損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – (88) (88) – –

通貨オプション契約：

利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – – – – – –

損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (8) (8) (366) (366) (68) (68)

非金融派生商品の資産及び負債の帳簿価額は、上記の科目で連結貸借対照表に表示されております。通貨スワップ、通貨金利スワップ、先物為

替予約並びに通貨オプション契約の帳簿価額のうち、利益については前払費用及びその他の流動資産に、損失についてはその他の流動負債に計上

されております。

取引所の相場のない会社への投資額について、公正価値を見積もることは実務上困難です。しかし、経営者は帳簿価額が公正価値にほぼ等し

いと判断しております。

公正価値の見積もりの限界

公正価値の見積もりは、関連するマーケット情報や金融商品に関する情報に基づき、特定の時点を基準に行われております。こうした見積も

りは、その性格上主観的であり、不確定要素や相当の判断が介入する余地を有しております。したがって、正確さを求めることはできません。仮

定が変更されれば、見積額に重要な影響を与えることもあり得ます。
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（注16） リストラクチュアリング費用
当社は、記録型CD・DVD製品の生産から撤退することを2006年3月8日の取締役会で決議しました。

この決議により、欧州ルクセンブルクの生産子会社（TDK Recording Media Europe S.A.）を2006年4月に閉鎖しました。これに伴い、

従業員350名の解雇給付費用3,309百万円（28,282千米ドル）を含むリストラクチュアリング費用6,825百万円（58,333千米ドル）を2006年

3月に計上し、2006年5月末までに350名が退職しております。また、製造設備の評価損2,594百万円（22,171千米ドル）を計上しております。

2006年3月期におけるリストラクチュアリング費用に係る未払債務の変動は次のとおりであります。

（単位：百万円）

2006

人員削減 設備の減損 その他 合計

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥       – – – –

当期総費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,309 2,594 922 6,825

当期支払  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 286 – 242 528

非資金調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 2,594 – 2,594

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥3,023 – 680 3,703

（単位：千米ドル）

期首残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $　　　– – – –

当期総費用  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28,282 22,171 7,880 58,333

当期支払  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,444 – 2,068 4,512

非資金調整額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 22,171 – 22,171

期末残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $25,838 – 5,812 31,650

上記の未払債務は、2006年3月末現在の連結貸借対照表上、未払費用等に計上されております。

2006年3月31日における未払債務の残高3,703百万円（31,650千米ドル）は、2006年9月末までに支払を完了する予定です。
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（注17） 売却予定資産
2006年3月31日における売却予定資産は、米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損または処分の会計」に基づく欧州にお

けるリストラクチュアリング（注16）の実施により売却予定資産に分類された有形固定資産及び国内における有形固定資産から成ります。2006

年3月期において当社は売却費用控除後の公正価額まで減損し2,594百万円（22,171千米ドル）を計上しました。この減損額は、連結損益計算書

のリストラクチュアリング費用に計上されています。当社は2007年3月31日までに当該資産を売却する予定であります。

2005年3月31日における売却予定資産及び負債は、当事業年度中に売却された子会社TDK Semiconductor Corporation （“TSC”）の資産

及び負債（注21）から成ります。

売却予定資産及び負債の内訳は、2006年3月31日及び2005年3月31日現在で次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

売却予定資産

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥        – 548 $         –

有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,110 430 35,128

その他の資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 15 –

4,110 993 35,128

売却予定負債

流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥        – 92 $         –

（注18）営業権及びその他の無形固定資産
2006年3月31日及び2005年3月31日現在における営業権を除く無形固定資産の状況は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006年3月31日 2005年3月31日 2006年3月31日

取得価額 償却累計額 帳簿価額 取得価額 償却累計額 帳簿価額 取得価額 償却累計額 帳簿価額

償却無形固定資産：

特許権  . . . . . . . . . . . . . ¥10,350 3,226 7,124 10,347 2,242 8,105 $  88,462 27,573 60,889

顧客関係  . . . . . . . . . . . 10,673 441 10,232 – – – 91,222 3,769 87,453

ソフトウェア  . . . . . . . 9,268 5,389 3,879 7,271 4,399 2,872 79,214 46,060 33,154

その他  . . . . . . . . . . . . . 7,024 1,658 5,366 2,346 715 1,631 60,034 14,171 45,863

合計  . . . . . . . . . . . . . . . 37,315 10,714 26,601 19,964 7,356 12,608 318,932 91,573 227,359

非償却無形固定資産  . . . . ¥  2,877 2,877      639 639 $  24,590 24,590

償却対象の無形固定資産は、見積耐用年数にわたり残存簿価がゼロになるまで定額法で償却されます。特許権は11年、顧客関係は5年から17年、

自社利用のソフトウェアは2年から10年、その他の無形固定資産は8年から10年の耐用年数となっております。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における償却費用は、それぞれ3,618百万円（30,923千米ドル）、2,467百万円及び2,626百万

円であります。今後5年間の見積償却費用は、2007年3月期3,779百万円、2008年3月期3,217百万円、2009年3月期2,888百万円、2010年3月

期2,730百万円、及び2011年3月期2,440百万円となっております。
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2006年3月期における、営業権のセグメント別帳簿価額の変動は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

電子素材 記録メディア 電子素材 記録メディア
部品部門 製品部門 合計 部品部門 製品部門 合計

2004年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥10,029 – 10,029

増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 991 – 991

減少  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,975) – (1,975)

外貨換算調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 165 – 165

2005年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,210 – 9,210 $  78,718 – 78,718

増加  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,782 – 9,782 83,607 – 83,607

減少  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (401) – (401) (3,427) – (3,427)

外貨換算調整勘定  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 862 – 862 7,367 – 7,367

2006年3月31日  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥19,453 – 19,453 $166,265 – 166,265

2006年3月期における営業権の増加は主に、ラムダパワーグループの買収に関連して取得した資産及び引き受けた負債の公正価値を上回る

購入価額4,854百万円（注23）及び重要性の低い買収に関連して取得した資産及び引き受けた負債の公正価値を上回る購入価額4,928百万円で

あります。営業権の減少は、営業権の減損159百万円、及び過去に買収した子会社で保有していた税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産を

認識したことに伴う振替額154百万円によります。

2005年3月期における営業権の増加は主に、重要性の低い買収に関連して取得した資産及び引き受けた負債の公正価値を上回る購入価額であ

ります。営業権の減少は、非継続事業（注21）に起因した営業権の減損1,856百万円、及び過去に買収した子会社で保有していた税務上の繰越欠

損金に対する繰延税金資産を認識したことに伴う振替額119百万円によります。
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（注19） 一株当たり当期純利益
基本及び希薄化後一株当たり当期純利益の計算における分子及び分母の調整は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥44,411 36,965 43,355 $379,581

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,665 1,254 2,649

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥44,101 33,300 42,101 $376,932

（単位：千株）

2006 2005 2004

加重平均発行済普通株式数－基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 132,239 132,293 132,475

ストック・オプションによる希薄化効果  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 116 83 48

加重平均発行済普通株式数－希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 132,355 132,376 132,523

（単位：円） （単位：米ドル）

2006 2005 2004 2006

一株当たり継続事業当期純利益：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥335.84 279.41 327.27 $ 2.87

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 335.54 279.25 327.15 2.87

一株当たり非継続事業当期純損失：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (2.34) (27.70) (9.47) $(0.02)

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.69) (9.46) (0.02)

一株当たり当期純利益：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥333.50 251.71 317.80 $ 2.85

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.20 251.56 317.69 2.85

（注20） 事業及び信用集中のリスク
電子素材部品事業に関連する重要な顧客1社が、当社の2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期の連結売上高のそれぞれ11.5%、

12.6%及び12.1%、2006年3月31日及び2005年3月31日現在の売上債権のそれぞれ12.7%及び13.2%を占めております。

2006年3月期において、上述の顧客は競合他社の買収提案に応じ、2006年5月に買収されました。2006年3月期に計上した当顧客への売上高

の大部分が2007年3月期においてなくなる見込です。
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（注21） 非継続事業
当社は、2005年3月31日全額出資子会社であるTSCの全発行済株式を、ゴールデンゲートキャピタル社（買主）に14,028千米ドルで売却する

契約を締結しました。このTSCの売却は、コア技術を深化させるための一環であります。売却契約には、買主が当社に対して将来最大で32,500

千米ドルを支払う条件を含んでおりますが、2006年3月31日現在までに支払われておりません。この支払は、2007年までに将来の売上高に関

連した目標が達成された場合に実行されます。株式売却は、2005年4月8日に完了しました。米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資

産の減損または処分の会計」に基づき、TSCはその他の企業の事業及び財務報告から明確に区分できる事業及びキャッシュ・フローを構成する

ため、当社はTSCの売却を非継続事業としました。この子会社の経営成績は、表示している期間について非継続事業としております。従って、過

年度の一部の連結財務諸表及び関連する注記が組替えられております。

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における非継続事業の主要な財務情報は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  45 2,242 3,070 $   385

税引前当期純損失（2006年3月期は

処分損失224百万円含む） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,509 244 2,649

法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – 156 1,010 –

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥310 3,665 1,254 $2,649

2004年度の税引前当期純利益に含まれていた受取特許補償額1,933百万円は、非継続事業損失に組替えられております。この受取特許補償

額は、売却したTSCの事業に直接関係しているため、非継続事業損失に反映されております。

TSCは、2001年8月6日にシリコンラボラトリー社（“SiLabs”）に対して、SiLabsがTSCの保有している米国特許 No.5,654,984「コンデンサ

を使った変調信号の伝達」（’984特許）を侵害しているとして訴訟を起こしました。この特許は、新しい方式の信号伝達方法で、コンデンサを使って

分離された領域（ブロック）間を信号伝送させるものです。この特許技術は、モデム等のアプリケーションに有効です。SiLabsはTSCと競合して

いるモデム製品分野において、その特許技術を製品に利用したため、当社はSiLabsを訴えたものです。SiLabsは、（1）不当競争、（2）経済活動に

対する故意及び過失による妨害と主張して反訴しました。

2003年4月に、両者はお互いの責任を認めず訴訟を取り下げることに同意した和解契約により、紛争を解決しました。TSCに17百万米ドルを

支払うことにより、SiLabsは’984特許に加え、TSC保有の関連する3件の特許を永久に独占的に使用することを許諾されました。和解契約によ

ると、当社は許諾技術に対する追加的サービスの提供、製品の配送、技術強化の義務は負いません。TSCは、自社及び他のTDKグループ会社が、

TDKブランド製品にその特許を使用することを留保しました。さらに、TSCは自社及びいずれのTDKグループ会社も、和解時点で存在する

SiLabsの製品、あるいはその後にSiLabsより発売されるデータアクセスアレンジメント（DAA）に使われるコンデンサを使った製品に関する

特許侵害に対して、SiLabsに20年間特許請求しないことに合意しました。

（注22） 子会社の売却
2004年10月1日付けで、倉庫、輸送サービスを当社にのみ提供する100%子会社のTDK物流株式会社（「TDK物流」）が、東京証券取引所に上場

している株式会社アルプス物流（「アルプス」）と株式交換取引により合併しました。TDK物流株式1株に対しアルプス株式0.82株が割り当てら

れました。この取引で発行された株式の公正価値は、合併完了日のアルプス株式の市場価格に基づき決定され、3,365百万円となりました。合併

の結果、当社は発行済株式の約7.9%に相当するアルプスの株式を保有することになります。当社は、アルプスによる倉庫、輸送サービスを引き

続き利用しております。従前の子会社事業及びキャッシュ・フローが、当社のキャッシュ・フローから削除されないため、TDK物流の売却は非継

続事業の開示要件を満たしません。子会社売却益1,799百万円は、2005年3月期の連結損益計算書上の営業利益に含まれております。
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（注23） 買収
当社は、2005年10月1日、英国のインベンシス社からラムダパワーグループの株式を取得したことにより、当該事業の59%持分を取得しま

した。ラムダパワーグループの経営成績は、買収時点から連結財務諸表に含まれています。買収の目的は、今後さらに成長が見込まれる電源事業

分野において、ラムダパワーグループ各社と当社とが各々の電源事業の強みを融合することにより、同事業分野においてより強固な事業基盤を

構築することにあります。買収金額は、取得現金4,305百万円控除後の24,202百万円であります。

買収金額は、買収日時点の認識可能な無形固定資産を含む取得資産及び引受負債の公正価値に基づき配分されております。取得有形固定資産、

認識可能な取得無形固定資産及び引受負債の公正価値を超過する取得価額は、営業権に計上されています。発生した営業権は、税務上損金算入

できません。買収時点の資産及び負債の見積公正価値は、次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

流動資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥23,176 $198,086

有形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,673 82,675

無形固定資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,686 116,974

営業権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,854 41,487

その他の資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,090 43,504

資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 56,479 482,726

流動負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (13,429) (114,777)

固定負債  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (9,583) (81,906)

少数株主持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (9,265) (79,188)

負債合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (32,277) (275,871)

純資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥24,202 $206,855

償却無形固定資産の加重平均耐用年数は約15年で、顧客関係9,778百万円（加重平均耐用年数は16年）、特許で保護された技術1,134百万円

（加重平均耐用年数は8年）及びその他の無形固定資産550百万円（加重平均耐用年数は1年）が含まれます。非償却無形固定資産には、商標権2,132

百万円及びその他の無形固定資産92百万円が含まれます。
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仮定情報

以下の未監査の財務情報は、当社の買収が、2005年及び2004年4月1日に実施されたと仮定した場合の当社及びラムダパワーグループの

結合経営成績を表します。ラムダパワーグループの経営成績は、買収した日から当社の財務諸表に含まれています。未監査の財務情報は、仮に当

該買収が、表示されている会計期間の期首に完了していたら、当社の連結経営成績及び財政状態が実際にそうであったということを表すもので

はありません。また当社の将来の連結経営成績及び財政状態を表すものではありません。

（未監査） （単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥816,431 702,566 $6,978,043

継続事業当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44,188 35,354 377,675

非継続事業当期純損失  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 310 3,665 2,650

当期純利益  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43,878 31,689 375,026

（未監査） （単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

一株当たり継続事業当期純利益：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥334.15 267.24 $ 2.86

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 333.86 267.07 2.85

一株当たり継続事業当期純損失：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   (2.34) (27.70) $(0.02)

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2.34) (27.69) (0.02)

一株当たり当期純利益：

基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥331.81 239.54 $2.84

希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 331.52 239.38 2.83

2006年3月期及び2005年3月期の未監査の仮定当期純利益は、買収により認識した無形固定資産の償却費698百万円（税効果後）を含みます。

2005年5月17日、当社は、従業員約3,000名を擁する香港のポリマーリチウム電池製造販売会社 Amperex Technology Limited社の発行

済株式を100%取得しました。買収金額は、取得現金控除後の約8,666百万円であります。この買収取引で、当社は営業権3,803百万円及び無形

固定資産3,497百万円を認識しました。
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（注24） 関連当事者取引
2006年3月31日及び2005年3月31日現在、関連会社に対する債権・債務は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2006

債権  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,515 4,680 $47,137

債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,169 5,068 44,179

2006年3月期、2005年3月期及び2004年3月期における関連会社に対する仕入高、研究開発費及び売上高は次のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

総仕入高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 55,963 52,351 46,608 $478,316

有償支給分を除く  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (46,580) (43,786) (38,133) 398,120

純仕入高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,383 8,565 8,475 80,196

研究開発費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,141 2,089 1,130 18,299

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 249 198 161 2,128

（注25） 補足情報

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

2006 2005 2004 2006

(1) 損益計算書

研究開発費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥45,528 36,348 32,948 $389,128

賃借料  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,739 7,349 8,037 66,145

修繕費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 13,732 11,090 11,875 117,368

広告宣伝費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,828 4,926 6,261 41,265

(2) キャッシュ・フロー表

年間支払額：

利息  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥     749 331 350 $    6,402

法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥32,789 13,740 4,299 $280,248

資金を伴わない活動

2006年3月期において、子会社買収に関する投資活動の内容は次の通りです。

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

事業の買収に伴い引き受けた短期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   781 $  6,675

事業の買収に伴い引き受けた長期借入債務  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,107 18,009

2005年3月期において、当社は株式交換取引によりTDK物流株式会社のすべての発行済株式と交換に7.9%の持分にあたる時価3,365百万

円の株式会社アルプス物流の株式を取得しました。
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財務セクション（P20-70）について

当社は、2006年7月27日に2006年3月期 年次報告書“Form 20-F”を米国証券取引委員会

（SEC）に電子登録いたしました。

当冊子の財務セクションは、投資家の皆様の便宜をはかるため“Form 20-F”より主要な情報を

任意に抽出し抄訳しております。そのうち、“Form 20-F”において当社の独立監査人より監査を

受けた連結財務諸表及び注記部分（当冊子のP35-70に展開）については、英文と和文の開示内

容に相違なきよう独立監査人のレビューを受けておりますが、正式な監査を受けたものではあり

ません。

当社をご理解頂くうえで、当冊子がお役に立てれば幸いです。

財務セクション（P20-70）は、“Form 20-F”の次の項目を抄訳しております。

◆Part 1

・ Item 5. “Operating and Financial Review and Prospects”

（なお、“Fiscal 2005 Compared to Fiscal 2004”は省略しております。）

◆Part 3

・ Item 17. “Financial Statements”
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売上高
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財務データ一覧

（単位：百万円）

2006 2005 2004 2003 2002

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥795,180 657,853 655,792 604,865 564,286
電子素材部品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥687,750 545,214 519,792 468,514 426,661
記録メディア製品部門  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥107,430 112,639 136,000 136,351 137,625

海外売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥621,522 473,828 487,169 439,381 399,508

営業利益（損失）と営業利益率

営業利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  60,523 59,830 56,510 24,547 (40,230)
営業利益率（%） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7.6% 9.1 8.6 4.1 (7.1)

当期純利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  44,101 33,300 42,101 12,019 (25,771)

設備投資額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  73,911 61,005 44,471 41,026 58,347

研究開発費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  45,528 36,348 32,948 30,099 35,530

■ 電子素材部品部門
■ 記録メディア製品部門

■ 営業利益（損失）
　 営業利益率
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キャッシュ・フロー
（億円）

総資産当期純利益率と
株主資本当期純利益率　（%）

総資産と株主資本比率
（億円、%）
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（単位：百万円）

2006 2005 2004 2003 2002

キャッシュ・フロー

当期純利益（損失） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  44,101 33,300 42,101 12,019 (25,771)
減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58,540 52,806 50,726 57,132 60,981

総資産と株主資本比率

総資産  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥923,503 808,001 770,319 747,337 749,910
株主資本比率（%） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 76.1% 79.1 74.8 74.1 77.9

総資産当期純利益率と株主資本当期純利益率

総資産当期純利益率（%）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5.1% 4.2 5.5 1.6 (3.3)
株主資本当期純利益率（%） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6.6% 5.5 7.5 2.1 (4.2)

一株当たり当期純利益（損失）

基本（円） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  333.50 251.71 317.80 90.56 (193.91)
希薄化後（円）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   333.20 251.56 317.69 90.56 (193.91)

一株当たり配当金（円） . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥    80.00 60.00 50.00 45.00 60.00

従業員数（人）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,923 37,115 36,804 31,705 32,249

■ 当期純利益（損失）
■ 減価償却費

■ 総資産
　 株主資本比率

    総資産当期純利益率
　 株主資本当期純利益率
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本社所在地
TDK株式会社
〒103-8272　東京都中央区日本橋一丁目13番1号

創立
1935年12月7日

資本金
¥32,641,976,312

会社が発行する株式の総数
480,000,000株

発行済株式の総数
133,189,659株

株主数
26,068名

連絡先
アニュアルレポートや会社案内等その他の出版物、様々なお問い
合わせにつきましては、次の担当者またはEメールにてご連絡く
ださい。

●TDK株式会社　広報部
片山　道憲
東京都中央区日本橋一丁目13番1号
Tel: (03) 5201-7102　Fax: (03) 5201-7114

●TDK U.S.A. Corporation
FRANCIS J. SWEENEY
901 Franklin Avenue, Garden City N.Y. 11530, U.S.A.
Tel: +1(516)535-2600

●TDK Marketing Europe GmbH
MARCO DONADONI
Halskestraße 38, D-40880 Ratingen, Germany
Tel: +49(2102)4870

●E-mail
tdkhqir@mb1.tdk.co.jp

ホームページアドレス
http://www.tdk.co.jp/
TDKホームページの株主・投資家情報にて、最新の会社業績を
はじめとする様々なIR情報を提供しております。

ADR（米国預託証券）に関するお問い合わせ先

Citibank, N.A. Shareholder Services
P.O. Box 43077
Providence, Rhode Island 02940-3077
U.S.A.

Tel: 1-877-248-4237 CITI-ADR (toll free)
Tel: 1-816-843-4281 (out of U.S.)
Fax: 1-201-324-3284
Internet: www.citigroup.com/adr
E-mail: citibank@shareholders-online.com

上場証券取引所名
国内：東京、大阪　（証券コード：6762）
海外：ニューヨーク、ロンドン、ブラッセル

株主名簿管理人
中央三井信託銀行株式会社
〒105-8574　東京都港区芝三丁目33番1号

ADR（米国預託証券）預託銀行
Citibank, N.A.
111 Wall Street, 20th Floor, Zone 7
New York, NY 10005, U.S.A.

独立監査人
KPMG AZSA & Co.

単位：百万円（一株当たりデータと株価は円）

2005年3月期 I II III IV

売上高 ¥157,227 ¥160,265 ¥174,218 ¥166,143
当期純利益 10,163 9,706 12,209 1,222
一株当たり当期純利益（基本） 76.75 73.36 92.35 9.24
　　　　　　　　　　（希薄化後） 76.69 73.31 92.29 9.24
株価（東京証券取引所）：

高値 8,630 8,390 7,910 7,880
安値 7,130 6,790 7,160 7,050

2006年3月期 I II III IV

売上高 ¥167,422 ¥182,965 ¥222,654 ¥222,139
当期純利益 10,874 10,792 16,568 5,867
一株当たり当期純利益（基本） 82.22 81.62 125.31 44.35
　　　　　　　　　　（希薄化後） 82.18 81.55 125.16 44.31
株価（東京証券取引所）：

高値 8,020 8,740 10,230 9,070
安値 7,250 7,480 7,530 7,730

注記：掲載されているすべての四半期データは、独立監査人の監査を受けておりません。

四半期ごとの業績及び株価情報

投資関連情報 （2006年3月31日現在）
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